
氏名 淺田　彰　 Akira Asada

生年 1957年

学歴 1979年 京都大学経済学部

1981年 京都大学大学院経済学研究科修士課程

学位 1981年 京都大学経済学修士

職歴 1981年-1989年 京都大学人文科学研究所助手

1989年- 京都大学経済研究所助教授

所属学会

シンポジウム
発表
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社会思想史学会

京都大学附置研究所・センターシンポジウム「京都からの提言」（２００６年３月１６日）パネル・
ディスカッションに参加、これに関連して「単線図式超えたモダン」を読売新聞（２００６年３月３
日）に執筆

浅田彰・鵜飼哲・柄谷行人「Re-membering Jacques Derrida」（『新潮』2005年2月号）

「戦後／お祭り広場／岡本太郎」（磯崎新・鈴木博之・石山修武編『批評と理論』INAX出版，
2005年）

「都市の変異」（TNプローブ編『都市の変異』NTT出版、2002年）



氏名 阿部　光敏 Mitsutoshi Abe

生年 1975年

学歴 1999年 京都大学工学部情報学科卒業

2001年 京都大学大学院情報学研究科修士課程社会情報学専攻修了

2006年 京都大学大学院情報学研究科博士後期課程社会情報学専攻修了

学位 2006年 京都大学博士（情報学）

職歴 2005年 京都大学経済研究所助手

所属学会

論文 1

学会・シンポ
ジウム発表

1

情報処理学会

日本教育工学会

海洋理工学会

日本水産学会

Abe, M., Yoshimura, T., Koizumi, S., Hasegawa, N., Osaki, T., Yasukawa, N., Koba, K., Moriya,
K., Sakai, T.: Virtual forest: design and evaluation of a walkthrough system for forest education.
Journal of Forest Research Vol 10, No 3, pp.189-197 (2005)

Yasukawa, N., Nishihara, K., Abe, M., Moriya, K., Sakai, T.: User Evaluation of Information
Presentation System for Nature Observation. Fourth International Conference on Creating,
Connecting and Collaborating through Computing (C5 2006), IEEE Computer Society Press



氏名 有賀  健 Kenn Ariga

生年 1950年

学歴 1974年 京都大学経済学部

1977年 イエール大学大学院経済学研究科修士課程

1981年 イエール大学大学院経済学研究科博士課程

学位 1981年 Ph.D.（イエール大学）

職歴 1974年-78年 野村総合研究所入社

1981年-1983年 米国ニューヨーク州立大学
ストーニーブルック校経済学部助教授

1983年-1993年 京都大学経済研究所助教授

1990年-1992年 大蔵省財政金融研究所専門調査官

1991年 名古屋大学大学院経済学研究科非常勤講師

1992年 大蔵省財政金融研究所特別調査官

1993年 オーストラリア国立大学客員研究員

1993年-1995年 国際価格構造研究所客員研究員

1993年- 京都大学経済研究所教授

1993年 ボッコーニ大学経済研究所（1GIER)客員研究員
1996年-1998年 京都市商業ビジョン策定委員会委員長

1999-2001年 京都市商業ビジョン実行支援委員会委員長

1999-2002年 日本経済学会　常任理事

2001-2002年 アジア開発銀行研究所客員研究員

2003-2004年 安倍フェロー

2003-2004年 ニューヨーク大学日本経営研究所所長代理

2005-2006年 厚生労働省非正規人材マネジメント研究会委員長

所属学会

著書（編著） 1

論文 1

2

アメリカ経済学会

法と経済学会

日本ファイナンス学会

東京経済研究センター

日本経済学会

Human Capital Accumulation in Thailand and Philippines: an Explanation of Diverging
Growth  (Final report submitted to Asian Development Bank, December 2002, to be published
from Cambridge University Press)

Are Education and Training always Complements? Evidence from Thailand,' (with Giorgio
Brunello) in Industrial and Labor Relations Review 59(4): 613-629,2006

The Optimal Timing of School Tracking (with G.Brunello and M.Gianni) forthcoming in PEGP
Conference on Education and Productivity Growth, MIT Press
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Horizontal Transfer, Vertical Promotion, and Evolution of Firm Organization,’ Journal of the
Japanese and International Economies, 20(1): 20-49, 2006

‘Mismeasurement of the CPI’[wirh K. Matsui] (2003), in Blomstrom et al . eds.: Structural
Impediments to Growth in Japan , University of Chicago Press for National Bureau of Economic
Research

“Hot & Spicy: Ups and Downs on the Price Floor and Ceiling at Japanese Supermarkets,” (with
K. Matsui and M. Watanabe) Pacific Economic Papers  316, 2001

“Fast Track: Is It in the Genes? The Promotion Policy of a Large Japanese Firm,” (with G.
Brunello and Y. Ohkusa), Journal of Economic Behavior and Organization  38: 385-402,1999

“Determinants of Individual Firm Mark-up in Japan; An Econometric Study on the Impact of
Market Concentration, Market Share and FTC’s Regulation,”  (with K.G. Nishimura and Y.
Ohkusa), Journal of the Japanese and International Economies  13: 424-450, 1999

“Estimating Mark-up over Marginal Cost and Returns to Scale at Firm Level: A New Approach
Applied to a Panel of Japanese Firms,” (with Nishimura, K.G. and Y. Ohkusa),   International
Journal of Industrial Organization  17: 1077-111,1999

"Occupational and Internal Labor Markets in Japan" (with G. Brunello and Y. Ohkusa)
Industrial Relations  36: 446-73,1997

"Promotions, Skill Formation and Earnings Growth in a Corporate Hierarchy," (with G. Brunello
and Y. Ohkusa) Journal of the Japanese and International Economies  11(3): 347-384, 1997

"Earnings and Seniority in Japan: A Re-appraisal of the Existing Evidence and a Comparison
with U.K." (with G. Brunello and Y. Ohkusa) Labor Economics  4: 47-69, 1997

"Price Formation in the Distribution Channel," (with Y. Ohkusa) P. Sheard (ed.) Japanese Firms,
Finance and Markets , London: Addison Wesley, 1996

"Some Evidence on the Trade Credit Practices of Japanese Trading Companies" (with G. W.
Emery) in Advances in Pacific Basin Financial Markets  2(B): 237-252, Greenwich: JAI Press,
1996
"Is the Tenure-Wage Profile Really Steeper in Japan?," (with G. Brunello) in M. Okabe (ed.) The
Structure of the Japanese Economy , London: Macmillan, 1995

"Price Flexibility in Japan, 1970-1992:  A Study of Price Formation in the Distribution Channel,"
(with Y. Ohkusa) Pacific Economic Papers 238, 1994, also in International Journal of Industrial
Organization  16(5): 639-64,1998

"Recent Changes in the Internal Structure of Wages and Employment in Japan" (with G.
Brunello) Journal of the Japanese and International Economies  9(2): 105-129, 1995

"Trade Credits and Interfirm Transactions in Japan: Econometrics Analysis Using Microdata,"
(with G.W.Emery) in Czerkawski ed.: Japanese Management Challenges and Applications for
Business Executives , Academic Press, 1993

"Corporate Hierarchy and Promotion Policy," (with G.Brunello) in Czerkawski ed.: Japanese
Management Challenges and Applications for Business Executives , Academic Press, 1993
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書評その他 1

2
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"Promotion, Corporate Hierarchy and Firm Growth: Japanese Internal Labor Market in
Transition," (with  G.Brunello, Y.Ohkusa and Y.Nishiyama) Journal of the Japanese and
International Economies  6(4): 440-471, 1992

"Japanese Distribution System," (with Y.Ohkusa and H.Namikawa) Ricerche Economiche  XLV
(2-3): 185-230, 1991

"On Exchange Rate Variability," Economic Studies Quarterly  37 (4): 300-318, 1986

「企業資産の蓄積と日本的雇用システム」（大日康史と共著）、浅子・福田・吉野編、『現代マクロ
経済分析』、東京大学出版会、1997年

「日本における価格硬直性の実証研究―ミクロモデルからのマクロ的インプリケーションー」（大
日康史と共著）、『日本経済研究』30(1995)：51‐71

「企業間信用と企業関係」（G.W.エメリー、川口晶彦氏と共著）『ファイナンシャルレビュー』26
号、1993年

「人的資源管理の制度改革」『日本労働協会雑誌』474号（1999）

「流通システムと価格形成」（大日康史氏、金子俊秀氏と共著）『ファイナンシャルレビュー』24号
1992年

「日本の景気循環：価格・賃金・マークアップ」『ファイナンシャルレビュー』22号、1992年

「日本の流通業における Market Foreclosure としての長期取引関係, II 」『ファイナンシャルレ
ビュー』（並河永と共著）21号1991年

「日本の流通業における Market Foreclosure としての長期取引関係, I 」『ファイナンシャルレ
ビュー』（並河永と共著）21号1991年

Internal Labor Markets in Japan with G. Brunello and Y. Ohkusa)Cambridge University Press,
2000( 2001年度年間労働図書優秀賞受賞　旧日本労働研究機構：現労働政策研究・研修機
構）

市場競争下の価格差別と価格調整（松井建二・渡辺誠と共著）「あいまい環境下のモデリングと
意思決定」（瀬尾・福地編）京都大学出版会2002所収

「人的資源管理の制度改革」『日本労働協会雑誌』474号（1999）
「不公正な取引方法に関する規制（２）：垂直的取引制限に対する規制」、後藤・鈴村編、『日本
の競争政策』、東京大学出版会、1999年

「企業ヒエラルキーと人的資本形成」（G.Brunello, 大日康史,真殿誠志と共著）、伊藤秀史編『日
本の企業システム』、東京大学出版会、1996年

「京都は本当にすみにくいか？」（竹広　良司と共著）、八田・八代編「弱者保護の経済分析」、
日本経済新聞社出版局、1995年

「企業の所有と支配」伊丹敬之他編『日本の企業システム第１巻』有斐閣、1993年

「取引費用と参入障壁」（共著 ; 並河永）西村・三輪編『日本の流通』東京大学出版会、1990年

「企業金融と情報の経済学ーメインバンクと株式持ち合いを巡って」『ファイナンシャルレビュー』
14号、1989年

「復古典派の経済学の実証的意議とマクロ経済政策」『経済政策は有効か』政策構想フォーラ
ム編、東洋経済、1985年
書評「失業の経済学」樋口　美雄著　『経済研究』（一橋大学）、2002年

『日本的流通の経済学』日本経済新聞社、1993年
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「経済に関する素朴な質問」『経済セミナー』、1999年4月

書評「日本の企業組織　革新的適応のメカニズム」浅沼　万里著、東洋経済、『経済研究』（一
橋大学）、1998年

やさしい経済学「ヒトとポストの経済分析」、1996年、日本経済新聞

「円高が国内物価に与える影響について」宮沢健一編「価格革命と流通革新」、日本経済新聞
社　出版局、1995年

「製造業における価格形成とマークアップに関する研究」（大日康史と共著）

国際価格構造研究所、1994年
「日本的流通の経済学」『経済セミナー』1992 年12月号
書評『日本市場の競争構造』丸山雅祥著『創文』 1992 年
書評『現代日本の金融分析』堀内・吉野編、季刊理論経済学 1992 年

書評、サロー他『現代経済学』 日本経済新聞社 1990 年

やさしい経済学「メインバンクと株式持ち合いについて」日本経済新聞 1989 年
キーワード・コレクション「経済学」（分担）1989 新曜社

「日本的流通と参入」ESP、 1992年5月号
書評『日本の株価地価』 『季刊理論経済学』1992 年
やさしい経済学「企業の所有と支配」日本経済新聞 1991 年

書評『マクロ経済学と日本経済』黒坂佳央、浜田宏一著『経済学論集』（東京大学）51(1), 1985
年

やさしい経済学「期待と投機について」日本経済新聞 1985 年
やさしい経済学「分散的市場について」日本経済新聞 1983 年

経済教室「内外価格差と流通システム」日本経済新聞 1991 年

書評「ケインズ『一般理論』の形成」カーン著『エコノミスト』 1988 年
書評『不均衡動学の理論』岩井克人著『経済学論集』（東京大学）53(3), 1987 年
書評『不均衡動学の理論』宇澤弘文著『エコノミスト』 1987 年
書評『不均衡動学の理論』岩井克人著『エコノミスト』 1987 年

やさしい経済学「プロ野球の経済学」日本経済新聞 1990 年



氏名 石川　大輔 Daisuke Ishikawa

生年 1977年

学歴 1999年 大阪大学理学部宇宙･地球科学科卒業

2002年 大阪大学大学院経済学研究科経済理論専攻博士前期課程修了

2005年 大阪大学大学院経済学研究科経済学専攻博士後期課程研究指導認定

学位 2002年 修士（経済学）（大阪大学）

職歴 2005年- 京都大学経済研究所助手

所属学会

日本金融学会

学外での活
動

2003年 8月‐10月 日本銀行 短期リサーチスタッフ (本店調査統計局経済調査課経済分析
グループ)

2005年8月‐2006年
3月

独立行政法人 経済産業研究所 地域金融研究会 委員

論文 1

2

3

4

5

石川大輔(2006)、「地価と不良債権は銀行貸出を通じて景気変動に影響を与えたのか? ‐ 県
別パネルデータを用いた分析」、2006年度日本経済学会春季大会報告論文、未刊。

石川大輔 (2004)、「銀行借入需要の非対称性について－過剰債務問題の視点から」、2004年
度日本経済学会秋季大会報告論文、未刊。

Ishikawa, D. (2004), ”Tax-Financed Public Funds Injection into Banks and its Welfare
Implications,” Osaka Economic Papers , Vol.54, No.2, pp.106-121.

日本経済学会

石川大輔 (2005)、「銀行部門の脆弱性と貸出行動-ダイナミックモデルによる分析」、『現代ファ
イナンス』、第17号、47-62ページ 。

Ishikawa, D. and Y. Tsutsui (2006), ”Has the Credit Crunch Occurred in Japan in the 1990s?,”
RIETI Discussion Paper Series , Research Institute of Economy, Trade and Industry, March, 06-
E-012.

環境経済・政策学会



氏名 一方井 誠治 Seiji Ikkatai

生年 1951年

学歴 1974年 東京大学経済学部卒業

職歴 1975年 環境庁(現環境省)入庁
1982年 外務省在アメリカ合衆国日本国大使館二等書記官・同一等書記官

1989年 富山県総務部学術国際課長

1992年 環境庁地球環境部調査官

1993年 環境庁企画調整局計画調査室長

1995年 環境庁企画調整局環境計画課長

1997年 環境庁水質保全局水質管理課長

1999年 環境庁地球環境部企画課長

2001年 環境省大臣官房政策評価広報課長

2003年 財務省神戸税関長

2005年- 京都大学経済研究所教授

所属学会

受託研究

論文 1

2

3

その他

学会・研究会
における報
告

1

2

3

4

講演等 1

環境行政学会

「地球温暖化対策の経済的側面に関する調査研究」、第11回京都大学CAPS研究会、平成18年
5月9日

「地球温暖化対策の経済的側面に関する調査研究」、第6回京都大学CAPS研究会、平成18年1
月24日

「地球温暖化対策の経済的側面に関する調査研究」、第1回京都大学CAPS研究会、平成17年
10月4日

環境経済・政策学会

「日本企業における温暖化ガス排出削減費用の把握状況」、環境経済・政策学会2006年大会、
平成18年7月4日

環境庁企画調整局計画調査室長として、平成6年（1994年）版及び平成7年（1995年）版環境白
書を作成

地球温暖化対策の経済的側面に関する調査研究（平成17年度環境省委託事業）

「米国における煤煙取引プログラム」（ゴードン・ブレディーとの共著）季刊環境研究第47号 1984
年

「海外進出企業の環境保全対策の現状」季刊環境研究第92号 1993年

「京都議定書発効の意義と影響」、神戸経済同友会主催、神戸経済同友会環境委員会例会、平
成17年9月14日（神戸市）

「環境政策学」（環境庁職員による分担執筆、石坂匡身編著）中央法規 2000年
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他機関との
連携

教育活動 「環境政策」(京都大学公共政策大学院、京都大学大学院経済学研究科、平成17年度後期、平
成18年度前期)

「地球環境：企業と市民社会の対話と協力」（京都大学特別公開講座、平成17年度後期、最終と
りまとめ講義にパネリストとして参加）

「地球温暖化問題から見た今後の社会経済と政策的課題」、KSI第1回学内ワークショップ、平成
18年6月12日（京都市）、講演者および総合討論パネリストとして参加

東京大学及びアジア工科大学主催、「サステイナビリティ科学共同シンポジウム」、平成18年3月
22・23日（バンコク）、環境問題専門家として参加

「環境問題から見た今後の社会経済」、京都キワニスクラブ主催、京都キワニスクラブ例会、平成
18年3月13日（京都市）

中国浦東幹部学院及び立命館大学主催、「循環型経済社会の理論と実践国際シンポジウム」、
平成18年5月26・27日（上海）、日本側まとめ担当として参加

京都サステイナビリティ・イニシアティブ；財務担当委員

「先端経済分析と現代経済２：先端政策の解説と施行の実際」（ＣＯＥ大学院連携講義、京都大
学大学院経済学研究科、平成18年度後期、他のCAPS教員との共同講義）

「先端経済分析と現代経済：先端経済分析からみた環境問題」(ＣＯＥ大学院連携講義、京都大
学大学院経済学研究科、平成17年度後期、経済学研究科・経済研究所等の教員との共同講
義)

「環境と経済」(京都大学大学院経済学研究科、平成17年度後期、平成18年度後期)

神戸大学主催、「日米貿易が両国の二酸化炭素排出に与える影響に係るシンポジウム」、平成
18年2月15日（東京都）、コメンテーター及びパネリストとして参加

「地球温暖化問題から見た今後の社会経済-京都議定書の発効を踏まえて-」、京都大学経済研
究所主催、「やさしい先端政策分析～京都から霞ヶ関への発信～」、平成18年2月18日（京都
市）

「環境問題から見た今後の社会経済」、福山市主催、地球環境セミナー、平成17年11月14日（福
山市）

東京大学主催、「サステイナビリティ学国際ワークショップ」、平成18年2月2・3日（東京）、環境問
題専門家として参加
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学歴 1972年 京都大学経済学部
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"Some Aspects of Application of Game Theory to Economics", (1990)  in The Proceedings of the
International Conference on　Mathematical Economics and its Relevance for Development, J. N.
Islam ed. Chittagong University, Chittagong.

日本経済学会

“On the Neutrality of Coalition Formation in a Pure Bargaining Problem,”(2005), Japanese
Economic Review, 56, 352-362, with Naoki Watanabe

"Incomplete Insurance and Absolute Risk Aversion"(1981)　Economics Letters,v.8,p107-112,
with T. Itoh and J. Geanokaplos

"CBD Hypothesis and Economies of Agglomeration"(1982) J.E.T.,v.28,p275-299

"Voting, Bargaining, and Factor Income Distribution"(1983) J. of Math. Econ.,v.11, p211-233

"On Harsanyi's Solution" Int. J. of Game Theory,v.12, (1983) 161-179

"Individual Monotonicity and Lexicographic Maxmin Solution" Econometrica, (1983)
v.51,p389-401

"Bilateral Price-setting in a Bilateral Monopoly Model"(1986) Math. Social Science, v.12,p279-
301

"Representative Bargaining Solution for Two-Sided Bargaining Problems" (2000) Mathematical
Social Sciences, vol.39,p349-365,with H. Salonen

ゲーム理論の新展開、(2002) 勁草書房, 岡田章と共編

組織の経済学(1997)　ミルグロム・ロバーツ著、NTT出版、共訳

"Two Sided Bargaining and Toughness of Players" (1992) in The Development of Science for the
Improvement of Human　Life, F. Casprini & R. Barbucci (eds.), pp209-227, University of Siena

ゲーム理論の応用、(2005) 勁草書房, 岡田章と共編
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Unpublished
papers
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2 ”Private Contracts and Efficiency:An Example,” CAEA WP 048, December, 2004, with Harrison
Cheng

"経済学で考える（ゲームの理論と経済学）" (1991) 経済セミナー  4月号p6-10

｢三者線形費用立地交渉問題｣ (1995) 経済論叢第155巻第1号 117-131

"不完全な合理性と情報化"(1997)鬼木、西村、山崎編、情報経済学入門、富士通経営研修所

「チェーンストアパラドックス」（2000）林編、パラドックス、日本評論社,p146-164

「戦略的協力ゲームと事前交渉」(2002)　今井・岡田編、ゲーム理論の新展開、勁草書房、241-
263.

"Pre-Negotiation for an International Emission Reduction Game" FEEM Working Paper No.
106.2002  
Date:  December 2002, with M. Horie.

 “On the Incentive Consequences of Alternative CDM Baseline Schemes,” (2003) in T. Sawa eds.
International Frameworks and Technological Strategies to Prevent Climate Change, Springer,
110-126, with J. Akita.

“Campaign Competition and the Effect of Information Technology,” (2003) in Proceedings of
PISTA 03, p235-39, with.

“Coordination Problems in E-Government,” (2004) in Proceedings of PISTA 04, p60-66, with
Kuninori　Nakagawa

“Advertising Competition with bounded memories on the side of Consumers,” (2004) in
Proceedings of International Conference on Dynamic Games 2004, (cd-format), with　 M. Horie

"On the Possibility of Cross-Ownership in an Incomplete Contract Model," (1994)　in
Proceedings of the II Kyoto-Siena Symposium vol, 2, Y. Imanishi ed., 121-132, Kyoto
University.(w/ C. Yoon)

“Coalitional Effect in a Pure Bargaining Model: An Example with Nonlinear Utilities” (2005)
Preoceedings of MODSIM2005 (CD-format)

[1970年代後半のスタンフォードとオーマン教授]Eco-Forum,(2006)v.24,p12-18

[環境経済学への応用：国際環境協定とその設計](2005)今井・岡田編、ゲーム理論の応用、勁
草書房、207-40.

"ゲームの理論と経済学" (1982-1984) 経済セミナー 82年10月号-84年1月号 (小林孝雄と共著)

"都市化と土地市場” (1983)森口親司,青木昌彦,佐和隆光編「日本経済の構造分析」p375-390
創文社

"経済学の新用語集（チェインストアパラドクス､トリガー戦略､ティットフォータット戦略）" (1986)
経済セミナー　6月号84-68

"ゲームの理論"(1989)佐和隆光編「キーワードコレクション経済学」p291-332新曜社

"最近のゲームの理論の展開と応用" (1981)季刊現代経済46,P116-135

"Bargaining under the Pressure of Burning Money," (1996)　in The Development of Science for
the Improvement of Human　Life III: Section Economics, F. Casprini ed., 111-118, University of
Siena
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1970年 東京大学社会学系大学院国際関係論専門課程修士課程修了
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姫田光義・阿部治平・上原一慶・高橋孝助・前田利明『中国現代史（下巻）』、東京大学出版
会、1982年７月

アジア政経学会

“The Journal of Comparative Economic Studies” (Managing editor)

『中国の経済改革と開放政策－開放体制下の社会主義－』、青木書店、1987年12月

宮崎義一・杉本昭七・上原一慶・丸山伸郎・植田和弘『中国の経済発展政策の課題－財政、対
外開放、環境政策を中心に－』、京都大学経済研究所（KIER8403）、1984年10月

『現代中国の変革－社会主義システムの形成と変容－』、世界思想社、1994年10月

『躍動する中国と回復するロシア－体制転換の実像と理論を探る』高菅出版、2005年6月

環日本海学会，『比較経済体制研究』(編集代表)

比較経営学会

『中国社会主義の研究』、日中出版、1978年4月

『経済体制改革下の中国企業－企業調査資料集－』、京都大学経済研究所（KIER8601）、

1986年5月

比較経済体制学会

日本現代中国学会

中国経営管理学会

中国現代史研究会

上原一慶・桐山昇・高橋孝助・林哲『東アジア近現代史』、有斐閣、1990年10月

上原一慶・朱金海・陳建平『中国の経済改革の実態と課題－上海を中心に－』、京都大学経済
研究所（KIER9203）、1992年8月
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「四つの『現代化』と中国経済」『日本の科学者』1979年4月号

「今日の中国の対外政策－その起源、本質および国内政策との関連－」『歴史評論』1979年8
月号

「中国社会主義建設の再検討－1950年代を中心に－」『経済』1981年4月号

「中国経済の『調整』政策の展開とその再強化について」『世界政治』1981年9月

「中国社会主義研究の課題」『中国研究』Ｎo.51、1974年6月

「社会主義企業管理組織論の展開」権泰吉・中村瑞穂『現代経営組織論』、日本評論社、1974
年10月

「現代中国の経済体制と文革の論理」『現代と思想』28、1977年6月

「中国共産党の政権構想」『中国近現代史』第７巻、東京大学出版会、1978年9月

「中国経済の発展段階と『大躍進』」『中国研究』Ｎo.42、1973年9月

「大躍進期における大衆運動－労働者の企業管理への直接参加を中心として－」『歴史におけ
る民族と民主主義（1973年度歴史学研究大会報告）』、青木書店、1973年11月

「大躍進期の経済」『中国大躍進政策の展開』下、日本国際問題研究所、1974年3月

「中国社会主義建設の現段階」（座間紘一氏と共同執筆）宇高基輔編『社会主義経済論』、有
斐閣、1975年1月

「資本主義から共産主義への過渡期に関する一考察」『中国研究』Ｎo.62、1975年6月

池田誠・上原一慶・安井三吉編『中国近代化の歴史と展望－20世紀中国と日本・下巻』、法律

文化社、1996年4月

加藤弘之・上原一慶『中国経済論』ミネルヴァ書房、2004年4月

「文化大革命の再検討」（共同論文）『現代と思想』８、青木書店、1972年6月

「戦後初期における中国共産党の基本方針の再検討」『歴史学研究』第386号、1972年7月

「中国の社会主義的民主主義に関する一考察－大躍進期における両参制の再検討」『中国研
究』　　Ｎo.34、1973年1月

「国民経済復興期における資本主義政策－中国革命の成長転化に関する考察－」『歴史評
論』　　1975年11月号（上）、1976年2月号（下）

「大躍進期における中国労働者階級－いわゆる臨時工の存在形態を中心に－」『経済論集（駒
沢　　大学）』8巻１号、1976年4月

「中国社会主義研究の現状と課題」『歴史評論』1976年10月号

「中国の社会主義企業」、森章編『社会主義企業論』、日本評論社、1977年4月

「社会革命の前進」歴史学研究会編『アジア現代史』、青木書店、1981年9月（79～176頁）

「中国社会主義の到達点と課題」『講座  今日の日本資本主義』第１巻、大月書店、1981年10月

「中国社会主義建設の直面する課題」『日本の科学者』1982年4月

「社会主義研究の方法に関する一考察」『KIER』8205、1983年3月

「社会主義研究の方法と課題」『歴史評論』1983年12月号

「既存中小企業の設備更新・技術改造」『中国における中小企業の改造と再編』、日中経済協
会、1984年4月

「中国対外経済政策の特徴と課題」『中国研究』Ｎo.159、1984年7月

「企業活力強化の現状と課題」『中国の経済体制改革の動向』、日中経済協会、1986年4月
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「・小平の社会主義とは？」『京都の科学者』Ｎo.130（シンポジウム：社会主義は今どうなってい

るか？）、1990年9月

「中国の現状から『社会主義』を考える」『近きに在りて』第18号、1990年11月

「中国における物資供給システムと工業企業」『中国の流通システム』、日中経済協会、1990年3
月

「中国社会主義の現状と問題点－中国の現状は何を提起しているか？」『KIER』9001、1990年

7月

「経済体制改革下の中国国営企業－大中型工業企業を中心に－」『近きに在りて－近現代中
国を　　めぐる討論のひろば－』第9号、1986年5月

「国営企業からみた中国の経済改革」『日本経済研究センタ－会報』513号、1986年6月

「総需要膨張と経済体制改革」『社会主義経済研究』第７号、1986年9月

「第１章  社会主義建設  Ⅲ中国、第２章  経済体制の展開  Ⅲ中国」大崎平八郎編『社会主義

経済論』、有斐閣、1986年10月

「社会主義と資本主義－社会主義の対外開放政策」、杉本昭七・関下稔・藤原貞雄・松村文武
編　　『現代世界経済をとらえる』、東洋経済新報社、1987年1月

「中国における改革の背景、現状、展望－開放体制下の社会主義－」『社会主義経済学会会
報』第25号、1987年10月

「国営企業の活力強化と資金問題」『中国の資金市場』、日中経済協会、1988年3月

「第1期  冷戦時代（4）  中国革命・朝鮮戦争と東アジア、第2期  緊張緩和（6）  中国の文化大革

命」土井正興・浜林正夫他編『戦後世界史  上下』、大月書店、1988年12月

「企業活力について」『発展途上国中小企業研究報告書（第2分冊）』、アジア経済研究所、

1989年3月

「請負制下の国有企業と労働者－企業行動と労働者の現状－」『中国の企業改革』、日中経済
協会、1989年3月

「中国における改革・開放政策と天安門事件」『地域研究ジャ－ナル（松山大学）』創刊号、
1989年9月

「企業の活性化と地方政府の対応」『中国：地域開発と地方政府の役割』、日中経済協会、1991
年3月

「経済システムと工業化」丸山伸郎編『中国の工業化－揺れ動く市場化路線』、アジア経済研究
所、1991年3月

「上海における企業の実態調査－中間報告（１）－」『近きに在りて』第20号、1991年11月

「中小企業問題と国有企業の活性化」『中国の中小企業近代化』、日中経済協会、1992年3月

「制度改革と地域経済の発展」丸山伸郎編『華南経済圏－開かれた地域主義』、アジア経済研
究所、1992年3月

「システム転換と地方分権的・混合的システムの形成－中国－」『社会主義経済学会会報』第29
号、1992年3月

「現代中国の課題－歴史研究者との対話を求めて－」『国民経済雑誌（神戸大学経済経営学
会）』第166巻第13号、1992年9月（１～19頁）

「中国の社会主義経済と政治的民主主義」『現代と展望』Ｎo.34、1992年・冬（74～79頁）

「改革・開放の進展と国有企業の活性化－『社会主義市場経済』の行方－」『中国の国有大中
型　　企業の活性化と改革・開放』日中経済協会、1993年3月（１～18頁）
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「中国における国有企業改革の現状と課題」『社会主義システムの変革と我が国の対応に関す
る調査研究－旧ソ連及び中国の現状と展望－』財団法人産業研究所（委託先  財団法人世界

平和研究所）、1993年5月（165～183頁）

「改革・開放の深化と中国社会主義の可能性」『現代中国』第67号、1993年6月（18～31頁）

「社会主義の崩壊と中国」杉本昭七編著『現代世界経済の転換と融合』、同文舘、1993年7月

（225～254頁）

「中国・市場経済化の展望」『日本経済研究センタ－会報』689号、1993年10月１日（10～17頁）

「“社会主義市場経済”のゆくえ」『季刊  窓』18（1993年ＷＩＮＴＥＲ）（31～56頁）

「中国における企業改革」田中雄三編『脱社会主義経済の現状』（龍谷大学社会科学研究所叢
書　　ⅩⅩⅢ）、リベルタ出版、1994年3月（241～274頁）

「中国のＧＡＴＴ参加－その目的と課題－」『中国のＧＡＴＴ参加－その条件整備と産業界への
影響』、日中経済協会、1994年4月（１～11頁）

「望ましい経済システムを求めて」『比較経済体制研究』第Ⅱ期、創刊号、1994年（22～34頁）

「国有企業改革の現状－進行する私有化の動き－」『日中経協ジャ－ナル』、1994年７月／Ｎ

o．10（24～30、50頁）

「社会主義の崩壊と今後の課題－いくつかの問題提起－」『歴史評論』Ｎo.534、1994年10月号

（47～56頁）

「国有企業改革－社会主義経済システムの改革から溶解へ－」『経済情報学研究』（姫路獨協
大学・経済情報学会）Ｎo.５－1994、1994年11月（22～37頁）

「中国国有企業改革の現状と展望」『中国経済』（日本貿易振興会）1995年１月号（16～31頁）

「中国国有企業改革の現状－行政・企業関係を中心に－」丸山伸郎編著『アジア社会主義諸
国の体制転換と経済協力の課題－国有企業民営化のゆくえ－』、アジア経済研究所、1995年3
月（23 44頁）「社会主義市場経済システムと国有企業改革」『社会主義市場経済システム－計画から市場へ
－』、日中経済協会、1995年4４月（１～14頁）

ＲＥＦＯＲＭ  ＯＦ  ＣＨＩＮＡ’Ｓ  ＳＴＡＴＥ－ＯＷＮＥＤ  ＥＮＴＥＲＰＲＩＳＥＳ Ｃhina  Newsletter（ＪＥＴ

ＲＯ）、Ｎo.115（ＭＡＲ．－ＡＰＲ．1995）（ＰＰ．2～7）

「『解放』から『開放』へ－中華人民共和国下の上海－」（二～五）高橋孝助・古厩忠夫編『上海
市  巨大都市の形成と人々の営み』、東方書店、1995年5月（240～267頁）

「中国の経済改革と市場化の現状」『比較経済体制学会会報』第33号、1995年11月（2～7頁）

「正念場を迎えた中国の国有企業改革（上）－二段階の改革経ても赤字体質はなお続く」『世
界週報』1995年12月5日号（40～43頁）
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日本現代中国学会第48回全国学術大会

      共通論題（「改革開放の20年－21世紀への展望」）報告

      「『改革開放の20年』をどうみるか－経済からみた総括と展望－」

    　於：九州大学、1998年10月17～18日（18日報告、討論）
日本現代中国学会関西部会夏季研究集会
      シンポジウム（「第16回党大会を迎える中国」）報告

      「社会主義市場経済の進展と労働者－非正規就業をめぐって－」
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社会主義理論学会第37回研究会・報告
　　「民衆にとっての社会主義－中国における失業問題を中心に－」
　　於：大阪経済大学、2002年12月8日

経済理論学会西日本部会主催「マルクス没後100年記念シンポジウム」報告
　　　「現代社会主義を考える」
      於：大阪経済大学、1983年3月14日
社会主義経営学会関西部会
      報告　「経済体制改革下の中国国営企業」

      於：関西大学、1985年11月
日本経済研究センタ－報告
      時事講座  「国営企業からみた中国の経済改革」

      於：日本経済研究センタ－大阪支所、1986年6月
６・４天安門事件３周年シンポジウム
　　　《経済の中の人権、人権の中の経済》に於ける報告
　　　「社会主義経済と政治的民主主義」
      於：大阪府立労働センタ－、1992年6月13日

第５回アジア太平洋フォ－ラム東京経済シンポジウムに於ける報告
      「国有企業改革の現状と課題」

      於：国際協力センタ－ビル、1992年11月19日

社会主義理論学会第15回公開研究会報告

      「中国における『市場経済化』」

      於：東京・文京区民センタ－、1993年7月24日
日本経済研究センタ－報告
      時事講座  「中国・市場経済化の展望－国有企業の改革を中心に－」

      於：日本経済研究センタ－大阪支所、1993年8月31日
中小公庫大阪友の会講演会・講演
      「中国経済のゆくえ－社会主義市場経済の可能性－」

      於：大阪銀行・銀行倶楽部、1993年11月9日

第53期大阪府マネジメントスク－ル①、海外派遣人材育成講座．講義

      「中国の経済政策と企業経営のあり方」

      於：大阪府立産業開発研究所、1994年6月14日
国際エグゼクティブ「中国投資セミナ－」
      「中国における企業改革の現状と課題」

      於：半蔵門会館、1994年8月26日
日本貿易振興会平成６年度第５回中国経済研究会講演
      「中国国有企業改革の現状と展望」

      於：日本貿易振興会９Ｃ会議室、1994年11月17日
関西・上海経済会議、関西側主催団体共催講演会・講演
      「国有企業の現状と展望」

      於：関西経済同友会会議室、1995年6月15日

第54期大阪府マネジメントスク－ル海外派遣人材育成講座（中国）・講義

      「中国の経済改革と企業経営のあり方」

      於：大阪府産業開発研究所、1995年6月20日
第３回関西・上海経済会議、ゲスト・学識経験者代表として訪中
      テ－マ「中国国有企業の改革と日中経済協力」

      於：上海国際会議センタ－、1995年7月5～6日（6日午前、第１分科会議長まとめ、午後、日
本側まとめの一員として発言）

1995年度京都橘女子大学  公開セミナ－  東アジア入門講座（「京の府民大学」協力講座）

      テ－マ「東アジアの経済圏の変遷と展望」

      於：橘女子大学、1995年9月16日
1995年度京都橘女子大学  公開セミナ－  東アジア入門講座（「京の府民大学」協力講座）

      テ－マ「開放体制下における中国経済の発展と問題点」

　　　於：橘女子大学、1995年9月23日
紡績午餐会・講演

      テ－マ「中国の経済改革と市場化の現状」

      於：綿業会館、1995年10月25日
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第49回軽井沢夏期大学・講演
　　　テーマ：「鄧小平後の中国経済－国有企業改革を中心に－」
      於：軽井沢町公民館、1997年8月4日

ＮＨＫラジオ海外放送（中国向け）出演
　　　テ－マ「中国の国有企業について」
      録音：京都大学経済研究所４階会議室

            1995年11月14日

      放送日：1995年11月26日、12月3日

ＭＡＵ株式会社グル－プ総会・記念講演
      テ－マ「正念場を迎えた中国の国有企業改革」

      於：ＭＡＵ営業本部、1995年11月25日
平成７年度対中民間協力型専門家派遣事前研究・講演
      テ－マ「経済改革と企業－正念場を迎えた国有企業改革－」

      於：海外技術者研修協会　関西研修センタ－、1996年1月31日
第一回中国エグゼクティブ研修（松下電器）・講演
      テ－マ「日本企業的組織構造和日本人的企業観－日美企業的比較－」

      於：松下電器海外研修所、1996年3月6日
宮崎産業経営大学経済学部観光経済学科・三橋ゼミナール・特別講義
      テーマ「中国の経済改革」

      於：宮崎産業経営大学経済学部、1996年10月8８日
大阪市立大学経済学部企画講座『現代中国経済の解剖』・講演
      テーマ「中国の国有企業改革－現状と展望－」

      於：大阪市立大学、1996年10月29日
日本貿易振興会平成８年度第６回中国経済研究会講演
      「中国国有企業改革の現状分析」

      於：日本貿易振興会９Ｂ会議室、1996年11月28日
平成８年度第１回対中民間協力専門家派遣事前研修・講演
　　　テーマ：「中国の国有企業改革－現状と展望－」
　　　於：海外技術者研修協会　関西研修センター、1996年12月5日

京都大学経済研究所・（財）総合経済研究所主催公開シンポジウム
　　　「東アジアの『奇跡』は＜幻＞なのか」のパネリスト
        小浜裕久（静岡県立大学国際関係学部）・高坂章（大阪大学国際公共政策研究科）・
        坪井善明（北海道大学法学部）・羅福全（国連大学主席学術官）・上原一慶
        コーディネーター：佐和隆光
　　　於：京大会館、1997年１月24日

緊急座談会「鄧小平死去　改革開放の矛盾どう克服」
　　　吉田富男（仏教大学）・上原一慶・季衛東（神戸大学）
　　　『京都新聞』1997年2月21日

国有企業改革勉強会における講演
      テーマ：「中国の国有企業改革－現状と展望－」
      於：（財）日中経済協会会議室、1997年4月21日

重点領域研究113｢現代中国の構造変動」  1997年春季第３回全体研究集会
    国際シンポジウム「中国に於ける漸進主義的改革の再検討－国際比較の視点から」司会
    （報告者：中兼和津次・Ｗing Ｔhye Ｗoo・Ｔhomas Ｇ.Ｒawski・ ・綱）
    於：横浜シンポジア、1997年5月10日

中国・スラブ領域研究合同シンポジウム『体制変容下のスラブ・中国』
    第１セッション「市場経済化と国際的契機」報告
    　テーマ：「移行期の中国経済をどのようにとらえるか」
      於：北海道大学スラブ研究センター、1997年7月16日

ＮＨＫクローズアップ現代「めざせ従業員半減」・ゲスト出演
      於：ＮＨＫ、1997年8月19日（午後9時半～10時）

三田市中央公民館主催講座
　　アジアフォーラム'97（「これからのアジアと日本を考える」）・講演
      テーマ：「鄧小平後の中国経済のゆくえ－発展するアジア経済を探る－」
      於：フラワータウン市民センター、1997年8月30日
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中国国有企業改革合同研究会・座長（日本側主査）
      国家経済貿易委員会総合司・馬建堂司長等中国代表団との合同研究会

      於：東条会館、1998年10月22日
第５回中国投資実務セミナー・講演（静岡県日中友好協議会）
      テーマ：朱鎔基の悩み～国有企業改革

      於：日興会館（静岡市）久能の間、1998年10月26日

アジア政経学会第52回全国大会・主催（実行委員長）

      於：京都大学、1998年10月31日、11月１日

大蔵省財政金融研究所第４回中国研究会・報告
      テーマ：国有企業改革の現状と課題

      於：大蔵省本省「国際会議室」、1998年12月8日
福井県立大学大学院経済・経営研究科ワークショップ９（経済の国際化と中国）
　　ゲストスピーカー
      テーマ：改革開放政策下の中国－国有企業改革を中心に－

      於：福井県立大学、1999年1月30日

第２回北京国際交流会議・予定討論
    　主催　アジア太平洋フォーラム
　　　共催　中国国際信託投資公司（ＣＩＴＩＣ）、中信旅遊総公司
    　後援　日本大使館
    　「21世紀の展望－日中関係と世界」
      於：京城大厦（ＣＩＴＩＣ本社ビル）ＢＩＦ国際会議庁、1997年9月29日

日本現代中国学会第47回全国学術大会
    共通論題「歴史のなかの1997年－香港統合以後の中国ナショナリズム－」・経済分野座長
      於：福島大学、1997年10月12日

第376回京都工業クラブ例会・講演

      テーマ：新体制後の中国  経済状況を中心に

      於：京都工業会館、1998年7月17日

1998年度日中経済協会訪中代表団事前レクチャー・講演

      テーマ：中国国有企業改革の現状と課題

      於：霞が関東京会館シルバースタールーム、1998年7月31日。

    （鮫嶋敬治・日本経済研究センター客員研究委員「中国の最近の政治・経済動向」

      真野輝彦・株式会社東京三菱銀行参与「中国を取り巻く国際金融情勢」

      上原一慶・同上

      菱田一雄・ＯＥＣＦ技術参与「中国の環境問題の現状と課題」）

第二次中国国別援助研究会・第３回研究会・報告
    国際協力事業団・国際協力総合研修所・主催
      テーマ：「工業開発」
      於：国際協力総合研修所・大会議室、1997年10月21日

平成９年度第１回対中民間協力型専門家派遣前研修・講義
      テーマ：「中国企業のしくみ－国有企業改革の背景と展望ー」
      於：関西研修センター、1997年12月2日

第27回大阪総合科学シンポジウム「人間と地球の未来を展望する」（日本科学者会議大阪支部
主催）第８分科会（「中国：21世紀の課題」）報告
      テーマ：「国有企業の現状と改革の展望」
      於：関西大学100周年記念館、1998年4月26日

比較経済体制学会第38回全国大会
    共通論題『移行国における政府の役割とは』司会
    於：北陸大学、1998年6月6、7日
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日本現代中国学会関西部会夏季研究集会
　　シンポジウム（「中国の西部大開発－21世紀のスプリングバードとなるか」）

    石田浩報告・ディスカッサント

　　於：大阪市立大学文化交流センター、2001年6月30日
大阪経済大学創立70周年記念関連事業

　　中小企業・経営研究所創立40周年記念プレ・シンポジウム

    「国際シンポジウム2001」

　　21世紀東アジアの中小企業－日本・韓国・中国の中小企業政策と中小企業像－金鳳徳報
告（「中国経済の持続的発展にかかわる民間企業と中小企業」－中国、日本、韓国における中
小企業発展の比較分析－）へのコメント
　　於：大阪経済大学50周年記念館、2001年10月13日

日中経済協会「中国経済勉強会」・報告
      テーマ：中国経済の現状と有望産業

      於：通産省会議室、1999年7月6日
日本科学者会議岐阜支部講演
      テーマ：中国国有企業改革の現状と課題

      於：岐阜大学柳戸会館、1999年7月13日
大阪経済大学中小企業研究会講演
      テーマ：中国の中小企業振興政策の現状と課題

      於：大阪経済大学、1999年7月26日

日本現代中国学会第50回全国学術大会

      第２分科会（歴史・社会）、第５報告、第６報告司会

      於：京都大学、2000年10月21日
中国経営管理学会第２回研究大会
　　大会テーマ：21世紀中国企業の将来像－国有企業と私営企業の経営比較

    シンポジウム・コメンテーター

　　於：関西学院大学、2001年5月19日
アジア政経学会西日本部会大会
　　第２分科会（中国関係部会）
　　内藤二郎報告（「発展途上国の分権化と地方財政－中国を中心に」）コメンテーター
　　於：立命館アジア太平洋大学、2001年6月23日

明治学院大学産業経済研究所国際シンポジウム・経済学部創立50周年記念
　　明治学院大学産業経済研究所：主催
    「中国のＷＴＯ加盟とその影響」

    許光建（中国人民大学教授、公共管理学院副院長）「中国のＷＴＯ加盟の中国経済への影
響」
    呉　微（中国人民大学教授、元計画統計学院院長）「中国のマクロ経済情勢と政策分析」

    コメンテーター：上原  一慶

    於：明治学院大学白金校舎・新本館10階大会議室、2001年11月20日

アジア政経学会第55回全国大会

    自由論題Ⅰ（中国経済）・座長

    於：沖縄県万国津梁館、2001年12月8日

中国国有企業改革合同研究会・座長（日本側主査）
      国家経済貿易委員会総合司・馬建堂司長等中国側との合同研究会

      於：北京・長富宮飯店、1999年1月18日

平成10年度日中経済協会調査委員会第３回会議・基調報告

      テーマ：中国の国有企業改革

      於：日中経済協会会議室、1999年3月23日
京都大学春秋講義・99春秋講座（春季）・講演

      テーマ：中国の国有企業改革の現状とゆくえ

      於：京都大学・法経第２教室、1999年6月9日
アジア政経学会西日本部会第39回大会

      共通論題『中国建国50年を総括する』・座長

      於：西南学院大学、1999年6月19日
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日中ビジネスアライアンス研究会・報告
    「国有企業改革の現状と中央企業の再編、改造」

    於：日中経済協会本部、2004年5月26日

比較経済体制学会第44回全国大会
　　第４分科会「中国経済市場化の現段階」・司会
    於：大阪経済大学、2004年6月5日

第449回京都工業クラブ例会・講演

      テーマ：中国経済のゆくえ－不公平をともなう急成長、不安定要因を内包した発展

      於：京都工業会館、2004年8月20日

第16回国際経済動態研究センターシンポジウム・第16回キタン国際学術シンポジウム

    主催：名古屋大学大学院経済学研究科付属国際経済動態研究センター
　　　　　社団法人　キタン会
　　後援：朝日新聞社・東海財務局・名古屋商工会議所
    「東アジア地域協力の共同設計－Co-Design for a New East Asia after the Crisis-」
    報告者：金泳ホ（KIM Yong-Ho）、榊原英資、胡鞍鋼、Walden BELLO、宋林飛、Chris
BAKER
            平川均

    胡鞍鋼「中国の東アジア自由貿易協定政策」に対するコメント

    於：名古屋大学シンポジオンホール、2002年2月7日

日本現代中国学会関西部会春季研究集会
    「若手研究者の現代中国論」

    政治経済分科会（午後の部）司会

　　於：大阪市立大学文化交流センター、2002年3月2日

大阪商工交流会2002
　　第７分科会（「モノづくりと中国経済」）・助言者
　　於：大阪産業創造館、2002年9月8日

アジア政経学会第56回全国大会

    自由論題Ｄ（政治と文化）・座長

    於：神戸大学、2002年10月26日
日本現代中国学会関西部会春季研究集会
    「現代中国研究の新動向」

    政治経済分科会（午後の部）司会

　　於：大阪市立大学文化交流センター、2003年3月8日
アジア政経学会西日本大会
　　共通論題Ⅰ：「グローバル化とアジア経済」佐々木信彰報告・コメンテーター
    於：甲南大学、2003年6月14日

日中友好経済懇話会・講演
　　「チャイナ・リスクの検討－対中進出企業調査を踏まえて」
    於：ハートピア京都、2003年9月11日

日本現代中国学会第53回全国学術大会
　　共通論題：「世界のなかの中国－強権体制・経済発展・地域格差・社会不安の先は－」
　　川井報告「中国上場企業のガバナンスの性格について」・コメンテーター
　　於：大阪市立大学学術情報総合センター、2003年10月19日

日本現代中国学会関西部会春季研究集会
    政治経済分科会（午後の部）司会

    於：大阪市立大学文化交流センター、2004年2月28日

中国現代史研究会2004年総会・研究集会

    シンポジウム：現代中国における「統合」と「分節化」Ⅰ
　　報告者：菱田雅晴（静岡県立大学）、奥村哲（東京都立大学）
　　総合司会：上原一慶
　　於：ＫＫＲびわこ、2004年3月27日

比較経営学会第29回大会
　　統一論題：持続可能な社会と比較経営研究の展開、第三セッション、司会
　　於：長崎大学経済学部、2004年5月15日



75

76

77

78

79

80

81

82 日本上海史研究会主催ワークショップ
　　「中華人民共和国成立前後における中国都市社会の変動」司会
　　於：日本大学通信教育部本館ミネルヴァホール、2006年１月14日

ブラウンバッグランチセミナー報告
    「中国経済の行方・再考」

　　於：京都大学7法経総合研究棟1階演習室107、2005年5月18日

社会主義理論学会主催・武漢大学訪日団との交流会
    「社会主義中国の現実と課題」コメンテーター

    於：大阪産業大学梅田サテライト教室・2004年11月10日
現代中国ビジネス研究講座「変貌する中国の事業環境と今後の経営戦略の展望」
　　主催：大阪商業大学・財団法人関西生産性本部
　　第１回「中国経済の行方と現地経営上の留意点」講演
　　於：キャンパス・イノベーションセンター、2005年3月2日

中国現代史研究会2005年総会・研究集会

    シンポジウム：現代中国における「統合」と「分節化」Ⅱ
　　報告者：千葉正史（青山学院大学）、金丸裕一（立命館大学）、堀井伸浩（アジア経済研究
所）
　　総合司会：上原一慶
　　於：ＫＫＲびわこ、2004年3月27日

比較経済体制学会第45回全国大会

    共通論題「市場経済化の諸類型－発展途上経済と移行経済」
　　丸川知雄報告「中国はキャッチアップしているのか？－技術と制度の収斂と分化－」
    加藤弘之報告「中国の市場経済移行－郷鎮企業をめぐる問題－」・コメンテーター

　　於：桜美林大学、2005年6月5日

日本現代中国学会第55回全国学術大会
　　第２分科会（経済分野）第２報告、第３報告座長
　　於：愛知大学車道校舎、2005年10月22日

2005年度アジア政経学会全国大会

    自由論題４『中国の政治経済の諸相』座長

　　於：島根県立大学、2005年10月29日



氏名 宇南山　　卓 Takashi　Unayama

生年

学歴 1997年 東京大学経済学部

1999年 東京大学大学院経済学研究科修士課程経済理論専攻

2004年 東京大学大学院経済学研究科博士課程経済理論専攻

学位 2004年 東京大学博士（経済学）

職歴 2002年-2003年 慶應義塾大学総合政策学部専任講師

2003年- 京都大学経済研究所講師

所属学会 日本経済学会

論文 1

2

3

4

5

6

学会・シンポ
ジウム報告等

1

2

3

4

1974年

｢日本の交易条件と均衡為替レート」『日本経済研究』41号：日本経済研究センター pp. 1-27.
(2000)

「消費者物価のクロスセクション比較：全国物価統計調査の指数算式に関するノート」『経済研
究』第53巻4号 (2002年)

“Product Variety and Real Exchange Rates: The Balassa-Samuelson Model Reconsidered”,
Journal of Economics Vol. 79 (2003年)

「日米の輸出入統計と品質調整」松本和幸編 『国際収支と経済成長』 日本評論社 (2003年)

“The Engel Curve for Alcohol and the Rank of Demand Systems”, Journal of Applied
Econometrics  (近刊)

2002年度日本経済学会春季大会報告(小樽商科大学)　「輸出入物価統計と品質調整：取引相
手国情報の活用による銘柄管理のケーススタディ」

“Upward Bias in the Consumer Price Index Under the Zero Inflation Economy”, Economics
Letters  Vol. 85 (2004).

2004年度 第6回 CIRJE-TCERマクロコンファレンス “Unemployment Risk and Consumption: Can
the Buffer Stock Saving Behavior Explain the Japanese Experience?”

2002年度日本経済学会秋季大会報告(広島大学)　「93SNAにおける交易利得について」（作
間逸雄氏と共同発表）

2003年度日本経済学会秋季大会報告(明治大学)　“The Shape of the Engel Curve and Demand
System: Evidence from the Japanese Household Survey Data”



氏名 小佐野  広 Hiroshi Osano

生年 1955年

学歴 1978年 京都大学経済学部

1980年 大阪大学大学院経済学研究科博士前期課程

1982年 大阪大学大学院経済学研究科博士後期課程

学位 1991年 大阪大学博士（経済学）

職歴 1982年-1984年 滋賀大学経済学部助手

1984年-1986年 滋賀大学経済学部講師

1986年-1990年 滋賀大学経済学部助教授

1987年-1989年 ノースウエスタン大学客員研究員

1990年 大阪大学教養部助教授併任

1990年-1994年 大阪大学教養部助教授

1994年 大阪大学経済学部助教授

1994年-1996年 大阪大学大学院国際公共政策研究科助教授

1995年-1996年 京都大学経済研究所助教授併任

1996年-1997年 京都大学経済研究所助教授

1997年- 京都大学経済研究所教授

2001年-2002年　オハイオ州立大学客員研究員

所属学会

エコノメトリック・ソサエティ

学術誌編集
委員

著書 1

2

3

4

5 『コーポレート・ガバナンスと人的資本』（日本経済新聞社）２００５年

論文 1

Probleｍs and Perspective in Management,Associate Editor

"中央銀行に対する最適契約と公債政策,"（内田浩史，藤木裕氏と共著）The Japanese
Economic Review, Vol. 55, pp. 372-400, 2004.

「銀行，資本市場，およびコーポレート・ガバナンス」（橘木俊詔氏と共著）Palgrave, New York,
2001

『インセンティブ設計の経済学』（伊藤秀史氏と共編）（けい草書房）２００４年

『コーポレート・ガバナンスの経済学』（日本経済新聞社）２００１年

『現代の金融と政策』（日本評論社）２０００年（本多佑三氏と共編）

日本経済学会

日本ファイナンス学会

アメリカ経済学会

アメリカ・ファイナンス学会



2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21
22
暗黙契約と評判，季刊理論経済学，Vol.40, pp.109-121, 1989.
日本の労働市場における暗黙契約，（井上徹氏と共著）Journal of the Japanese and
International Economies, Vol.2, pp.181-198, 1988.

"内生的成長モデルにおける基礎研究と応用研究," 大阪大学経済学，Vol.42, pp.144-167,
1992.

"競合する実物景気変動モデルに関するテスト,"（井上徹氏と共著）International Economic
Review, Vol.32, pp.669-688, 1991.

"コーディネーションの失敗と経済成長," 大阪大学経済学，Vol.40, 1991.

"非対称情報下における動学的労働契約" Journal of Economic Theory, Vol.50, pp.175-192,
1990.

"企業買収時における契約破棄と再交渉," The Japanese Economic Review, Vol.47, pp.346-
367, 1996.

"株式持合いと企業支配," Journal of Banking and Finance, Vol.20, pp.1047-1068, 1996.

"私的情報経済における再交渉防止ロテリー均衡," Journal of Economic Theory, Vol.65,
pp.435- 467, 1995.

"メインバンク・システム，暗黙契約，および後払い賃金システムの信頼性," (芹田敏夫氏と共
著)「労働市場と経済パフォーマンス」(橘木敏詔著) Macmillan, London, pp.312-346, 1994に所
収

"証券デザイン，インサイダー・モニタリング，および金融市場均衡　,"　European Finance
Review, Vol.2, pp. 273-302, 1999.

"各エージェントが再交渉オファーを提示する場合の複数エージェント・インセンティブ契約に
おけるモラル・ハザードと再交渉," Journal of Economic Behavior and Organization, Vol.37,
pp.207-230, 1998.

"複数銀行モデルにおける金融危機の際の債務不履行と再交渉,"The Japanese Economic
Review, Vol.49, pp.138-157, 1998.

コーポレート・ガバナンスと雇用契約に関する進化モデル，Journal of the Japanese
International Economies, Vol.11, pp.403-436, 1997

"貸し手責任と環境汚染," (小林磨美氏と共著) Journal of Economic Research, Vol. 8, pp. 169-
178, 2003.

"経営者報酬契約と銀行救済政策," Journal of Banking and Finance, Vol.26, pp. 25-49, 2002.

"預金保険と銀行規制のもとでの銀行への資本注入,"「銀行，資本市場，およびコーポレート・
ガバナンス」（橘木俊詔氏と共著）Palgrave, New York, 2001に所収

"プリンシパルの再交渉オファーを持つ複数エージェント・インセンティブ契約の実行," Review
of Economic Design, Vol.4, pp. 161-177, 1999.

"日本における生命保険会社の動学的資産分析," (福田祐一氏と共著), Problems and
Perspectives of Management, pp. 43-58, 2003.

"Ｍ＆Ａ時におけるストック・オプションと従業員の企業特殊人的資本," Journal of Corporate
Finance, Vol. 10, pp. 615-638, 2004.

"資産動学と企業組織の内生的デザイン," The Japanese Economic Review, Vol. 54, pp. 300-
323, 2003.



23
24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39
40

41

42

43

不確実性下における公益企業の価格形成と設備投資」『季刊理論経済学』第３５巻、pp.85-
91、１９８４年

「暗黙の労働契約制度の構造的安定性」（本間正明氏と共著）『季刊理論経済学』第３４巻、
pp.133-146、１９８３年

"コーポレート・ガバナンス変革と労働," （小林磨美氏と共著）Japan Labor Review, Vol. 2, pp.
58-80, 2004.

「日本の金融労働システム：制度的補完性・多様性と進化」伊藤秀史編『日本の企業システム』
（東京大学出版会）１９９６年

「公的規制と生命保険会社の資産運用」（福田祐一氏と共著）橘木俊詔・筒井義郎編『日本の
資本市場』（日本評論社）１９９６年

「負債契約」『金融辞典』（東洋経済新報社）１９９４年

「日本型雇用慣行は生き残れるか」小泉進・本間正明編『日本型市場の解明』（有斐閣）１９９３
年

「コーポレート・ガバナンス変革の雇用関係に与える影響」『日本労働研究雑誌』 No.57、pp.33-
54、２００２年

「日本企業の資金調達とガバナンス：規制緩和と持合解消のインパクト」（堀敬一氏と共著）伊
藤秀史編『日本企業選択期の変革』（東洋経済新報社）２００２年

「中央銀行への最適契約」(内田浩史・藤木裕氏と共著）小佐野広・本多佑三編『現代の金融と
政策』（日本評論社）２０００年

「日本企業の株式持合いと企業支配」橘木俊詔・松浦克己編『日本の金融：市場と組織』（日本
評論社）１９９４年

「教育の経済理論：スクリーニング、シグナリング、人的資本」伊藤隆敏・西村和雄編『教育の経
済学』（日本経済新聞社）２００３年

「独立行政法人システムの経済理論：メリット・デメリットの論理的整理」（赤井伸郎・水野敬三氏
と共著）『フィナンシャル・レビュー』Vol.67、pp.151-171、２００３年

「コーポレート・ガバナンスと証券市場」『証券レビュー』、pp.1-38、２００３年７月

「メインバンク・企業間の資金調達関係と株式持合」（堀敬一氏と共著）『証券アナリストジャーナ
ル』Vol.40、No.12、pp.60-72、２００２年

"日本の銀行貸出市場における暗黙契約,"（筒井義朗氏と共著）Journal of Financial and
Quantitative Analysis, Vol.20, pp.211-229, 1985.

「日本の企業経営統治と金融システム」堀内昭義・池尾和人編『金融サービス』（ＮＴＴ出版）２０
０４年１１月

「コーポレート・ガバナンスと労働システム」（小林磨美氏と共著）『フィナンシャル・レビュー』
Vol.68、pp.139-155、２００３年

「日本における銀行モニタリングのガバナンス機能」（内田浩史氏と共著）寺西重郎・花崎正晴
編『コーポレート・ガバナンスの経済分析：変革期の日本と金融危機後の東アジア』（東京大学
出版会）２００３年

"年金と終身雇用契約," 季刊理論経済学, Vol.38, pp.107-123, 1987.
"信用割り当てと暗黙契約理論,"（筒井義朗氏と共著）International Journal of Industrial
Organization, Vol.4, pp.419-438, 1986



44

45

46

47

48 "独立行政法人について"（水野敬三・赤井伸郎氏と共著），大阪大学経済学，Vol.56, pp.153-
159.

「日本の企業経営統治と金融システム」（小林磨美氏と共著）池尾和人・堀内昭義編『日本の金
融サービス業』（ＮＴＴ出版）２００４年

「政府の失敗と政府組織のガバナンス」本間正明監修・山田雅敏・神谷和也編『公共経済学』
（東洋経済新報社）２００５年

"銀行のモラルハザード下での最適資本注入スキーム,"The Japanese Economic Review,
Vol.56, pp.223-247, 2005.

"二重モラルハザードと再交渉," (小林磨美氏と共著), Research In Economics, Vol.59, pp.345-
364, 2005.



氏名 梶井　厚志 Atsushi　Kajii

生年 1963年

学歴 1986年 一橋大学経済学部

1991年 ハーバード大学博士課程

学位 1991年 Ph.D. （経済学）（ハーバード大学）

職歴 1991年-1996年 ペンシルバニア大学助教授

1996年-2002年 筑波大学社会工学系　助教授

2002年-2003年 大阪大学社会経済研究所教授

2003年- 京都大学経済研究所教授

所属学会 日本経済学会

エコノメトリック・ソサエティ

学術誌編集
委員

著書 1
2
3
4
5

論文 1

2

3

4

5

6

7

Coeditor, Journal of Mathematical Economics

Associate Editor, Econometrica

Associate Editor, Theoretical Economics
Associate Editor, Japanese Economic Review

「戦略的思考の技術：ゲーム理論を実践する」中央公論新社（2002年）

"Bargaining and Boldness," with Albert Burgos and Simon Grant. Games and Economic
Behavior 38, (January 2002) 28-51. There is an error . See above.

"Third down with a yard to go": recursive expected utility and the Dixit-Skeath conundrum,"
[with Simon Grant and Ben Polak], Economics Letters  ,73,  (December 2001) pp. 275-286.

「ゲーム理論の新展開」（共著）勁草書房（２００２年）115-151
「ゼロからスタート！経済学超入門」（共著）経済セミナー編集部編（２０００年）

"A note on the regularity of competitive equilibria and asset structures," [with Piero Gottardi]
Journal of Mathematical Economics (Volume 39, Issue 7,　September 2003) Pages 763-776

"Corrigendum to “Bargaining and Boldness,"” (with Albert Burgos and Simon Grant) Games and
Economic Behavior 41, (October 2002) 165-168.

"Equivalence of the Dempster-Shafer rule and the maximum likelihood rule implies convexity,"
Economics Bulletin , Vol. 4, No. 10 pages 1-6. (September 2005) [with Takashi Ui]

"Incomplete Information Games with Multiple Priors", Japanese Economic Review , (Vol. 56,
No. 3, September 2005) pages 332-351 [with Takashi Ui]

"Different Notions of Disappointment Aversion," [with Simon Grant and Ben Polak] Economics
Letters, 70, (February 2001), 203-208

「戦略頭脳」サンマーク出版（２００３年）

「ミクロ経済学：戦略的アプローチ」（共著）日本評論社（２０００年）



8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

"Sunspots and the Sequential Regularity of Competitive Equilibria,'' Journal of Economic Theory
78, (January 1998), 187-194.

"The Robustness of Equilibria to Incomplete Information,'' with Stephen Morris, Econometrica
65，(1997), 1283-1309.

"Decomposable Choice under Uncertainty," with Simon Grant and Ben Polak. Journal of
Economic Theory , 92, (June 2000), 169-197.

"Common p-Belief: the General Case,'' with Stephen Morris, Games and Economic Behavior 18,
(1997), 73-82.

"How to Discard Non-Satiation and Free Disposal with Paper Money.'' Journal of Mathematical
Economics  25, (1996), 75-84.

"A Cardinal Characterization of the Rubinstein-Safra-Thomson Axiomatic Bargaining Theory,''
with Simon Grant, Econometrica 63, (1995), 1241-1249.

"Preference for Information and Dynamic Consistency," with Simon Grant and Ben Polak.
Theory and Decision . Volume 48, issue 3 (May 2000) pages 263-286.

"Temporal Resolution of Uncertainty and Recursive Non-Expected Utility Models," with Simon
Grant and Ben Polak. Econometrica,  68, (March 2000), 425-434.

"The Structure of Sunspot Equilibria: the Role of Multiplicity,'' with Piero Gottardi. Review of
Economic Studies, 66 (July 1999), 713-732.

"Intrinsic Preference for information," with Simon Grant and Ben Polak,Journal of Economic
Theory, (December 1998), 83, 233-259.

"AUSI Expected Utility; an Anticipated Utility Theory of Relative Disappointment Aversion,''
with Simon Grant. Journal of Economic Behavior and Organization , 37, (November 1998), 277-
290.
"Payoff Continuity in Incomplete Information Games,'' with Stephen Morris, Journal of
Economic Theory 82, (September 1998), 267-276.

"Constrained Suboptimality in Incomplete Markets: A General Approach and Two Applications,''
with Alessandro Citanna and Antonio Villanacci. Economic Theory 11,  (May 1998), 495-522.

"A Generalization of Scarf's Theorem: an alpha -Core Existence Theorem without Transitivity or
Completeness,'' Journal of Economic Theory  56, (1992), 194-205.

"Anonymity and Optimality of Competitive Equilibria When Markets are Incomplete,'' Journal
of Economic Theory  64, (1994), 115-129.

"On Incentive Compatibility and Constrained Optimality of Incomplete Market Equilibria,''
Hitotsubashi Journal of Economics  34, (1993), 123-135.

"Many Good Risks: An Interpretation of Multivariate Risk and Risk Aversion without the
Independence Axiom,'' with Simon Grant and Ben Polak, Journal of Economic Theory  56,
(1992), 338-351.

"Many Good Choice Axioms: When can Many-Good Lotteries be Treated as Money Lotteries ?,''
with Simon Grant and Ben Polak, Journal of Economic Theory  56, (1992), 313-337.

"On the Role of Options in Sunspot Equilibria,'' Econometrica 65, (1997), 977-986.



27

28

学会・シンポ
ジウム発表

2006年

2005年

2004年

6月13日  日本経済学会春季大会特別報告（青山学院大学） "Refinements and Higher Order
Beliefs: A Unified Survey "

9月11日  第４回 ディセントラライゼイションコンファレンス（立命館大学経済学部（草津キャン
パス））"Decomposable Choice under Uncertainty.

1998年

2001年

8月14日　World congress of the econometric society (シアトル）にて発表 "On the Range of
the Risk-Free Interest Rate in Incomplete Markets"

10月12日　ディセントラライゼイションコンファレンス（広島大学）　「Robust equilibrium to
incomplete information: 展望」

2002年

10月12，13日　日本経済学会(明治大学)パネルディスカッション「実験経済学」のパネル

2003年

3月18日  「応用金融工学（野村証券グループ）寄附研究部門」シンポジウム2006，『行動ファ
イナンスとその可能性：市場経済実験からの考察』

8月21日　The World Congress of the Econometric Society 　"Trade with Heterogeneous
Multiple Priors"

9月16日　第11回DCコンファレンス（法政大学）　「サンスポット均衡：成果と課題」

11月24日　Mas-Colell先生名誉学位授与記念HEC経済学研究集会（フランス）"Co-
minimum Additive Operators"

5月16日　Institute for Mathematical Sciences (IMS) at the National University of Singapore
(NUS) "Trade with Heterogeneous Multiple Priors"

5月24日　COE公開講座「戦略的思考の技術：ゲーム理論入門」＠京都大学時計台ホール

12月17，18日　2nd International conference on Economic Theory（京都にて開催)　"Trade
with Heterogeneous Multiple Priors"
6月12日　日本経済学会春季大会 "On the Range of the Risk-Free Interest Rate in
Incomplete Markets"

"Note on Equilibria Without Ordered Preferences in Topological Vector Spaces,''  Economics
Letters  27, (1988), 1-4.

"A General Equilibrium Model With Fuzzy Preferences,'' Fuzzy Sets and Systems  26, (1988),
131-133.



氏名 北浦  修敏 Nobutoshi Kitaura

生年 1964年

学歴 1987年 東京大学経済学部卒業

1992年 ミシガン大学大学院経済学研究科修士課程修了

学位 1992年 経済学修士（ミシガン大学）

職歴 1988年 大蔵省(現財務省)入省

1990年-1992年 ミシガン大学大学院留学（経済学修士）

1995年 大蔵省大臣官房調査企画課課長補佐

1996年 労働省（現厚生労働省）高齢者雇用対策課課長補佐

1998年 大蔵省国際局総務課課長補佐

1999年 大蔵省金融企画局企画課課長補佐

2000年 大蔵省大臣官房文書課課長補佐

2001年 財務省財務総合政策研究所研究官

2005年- 京都大学経済研究所助教授

所属学会

受託研究

論文 1

2

3

学会・研究会
における報
告

1

2

3

4

講演等 1

教育活動

日本経済学会

「財政の中長期推計について」、日本経済学会秋季大会報告、平成17年9月

「財政を巡る諸問題について」、京都大学経済研究所公開シンポジウム「やさしい先端政策分
析～京都から霞ヶ関への発信」、平成18年2月18日

財政の中長期推計のためのマクロ経済モデルの開発（平成17年度財務省共同研究事業）

「マクロ経済モデルを用いた財政の中期推計と財政再建に関する論点」、第12回京都大学
CAPS研究会、平成18年5月23日

「マクロ経済モデルを活用した財政の中長期推計」、第1回京都大学CAPS研究会、平成17年
10月4日

「財政政策の短期的効果についての分析」（南雲紀良・松木知博との共著）、フィナンシャル・レ
ビュー第78号、2005年8月

「UV分析による構造的失業の推計」（坂村素数、原田泰、篠原哲との共著）、財務総合政策研
究所ディスカッション・ペーパー02A－27、2002年9月

「構造的失業とデフレーション－フィリップス・カーブ，UV分析，オークン法則－」（原田泰、坂村
素数、篠原哲との共著）、フィナンシャル・レビュー第67号、2003年1月

「財政政策の短期的効果についての分析」、第3回京都大学CAPS研究会、平成17年11月22日

「経済政策論」(京都大学大学院経済学研究科、平成17年度後期)



「先端経済分析と現代経済２：先端政策の解説と施行の実際」（ＣＯＥ大学院連携講義、京都大
学大学院経済学研究科、平成18年度後期、他のCAPS教員との共同講義）

「経済政策論２」(京都大学大学院経済学研究科、平成18年度後期)

「経済政策論１」(京都大学大学院経済学研究科、平成18年度前期)



氏名 児玉　俊洋 Toshihiro Kodama

生年 1957年

学歴 1979年 東京大学経済学部卒業

職歴 1979年 通商産業省（現経済産業省）入省（通商政策局）

1986年 外務省在ケニア日本国大使館二等書記官、同一等書記官

1989年 通商産業省通商政策局総務課

1991年 埼玉大学大学院政策科学研究科助教授
（兼務）通商産業省通商産業研究所特別研究官、アジア経済研究所専門
員、国際協力事業団専門家（ポーランド・産業政策）

1995年 中小企業庁長官官房調査課長

1996年 関東通商産業局商工部長、産業企画部長

1998年 中小企業庁指導部組織課長

1999年 経済企画庁調査局内国調査第二課長

2001年 独立行政法人経済産業研究所上席研究員

2005年- 京都大学経済研究所教授

所属学会

受託研究

編著書 1

2

論文
（和文）

1

2

3

4

5

6

研究・技術計画学会

産業学会

産業クラスターに関する研究（平成17年度独立行政法人経済産業研究所委託事業）

京都市における産業クラスター調査研究（平成17～18年度京都市委託事業）

『労働市場設計の経済分析－マッチング機能の強化に向けて』（RIETI経済政策分析シリーズ）
東洋経済新報社、2005（樋口美雄・児玉俊洋・阿部正浩編著）

『日本のイノベーション・システム－日本経済復活の基盤構築にむけて』（RIETI経済政策分析
シリーズ）東京大学出版会、2006 (後藤晃・児玉俊洋編)

「ＴＡＭＡに見る産業クラスター形成の担い手企業」、『産業学会研究年報』、第21号（2005年
度、2006年3月刊）ｐｐ.95-107、2006

「イノベーティブな中小企業の台頭とクラスター政策－ＴＡＭＡ（技術先進首都圏地域）の事例
を中心として－」、『商工金融』第55号巻9号、pp.15-21、2005

「首都圏西部地域（ＴＡＭＡ）に見るクラスター形成活動」、西村吉雄・塚本芳明責任編集『MOT
テキストシリーズ　産学連携と技術経営』丸善株式会社所収　ケーススタディ11、2005（塚本芳
明との共著）

「産業クラスター形成における製品開発型中小企業の役割－TAMA（技術先進首都圏地域）に
関する実証分析に基づいて－」、 『RIETI　Discussion Paper Series』 05-J-026、2005

「入職経路の日米欧比較」、『RIETI　Discussion Paper Series』 04-J-036、2004（樋口美雄・阿部
正浩との共著）

「入職経路が転職成果にもたらす効果」、『RIETI　Discussion Paper Series』 04-J-035、2004（樋
口美雄・阿部正浩・松浦寿幸・砂田充との共著）



7

8

9

10

11

12

13

論文
（英文）

1

2

3

4

5

学会・研究会
における報
告

1

2

3

4

5

"The Role of Government (Industry Policy)" Chapter 16 in Made in Japan-Revitalizing
Japanese Manufacturing for Economic Growth- ,ed.by Japan Commission on Industrial
Performance headed by Hiroyuki Yoshikawa, April, The MIT Press, Cambridge, Massachusetts,
1997.

"Agenda for Industrial Policy in East Asian Countries" in collaboration with H. Ueda and
T.Sunada, Studies in International Trade and Industry , MITI Research Institute, March, 1994.

「中・東欧諸国の市場経済移行と産業政策－日本の経験の適用可能性－」、通商産業省通商
産業研究所 『通産研究レビュー』 第４号、1994

「高度成長期の産業助成政策」、通商産業省通商産業研究所 『通産研究レビュー』 第3号、
1994（谷川浩也、砂田透、田川和幸との共著）

「政府の役割（産業政策）」、日本インダストリアル・パフォーマンス委員会（座長：吉川弘之）編

『メイド・イン・ジャパン』 ダイヤモンド社所収第Ⅲ部第９章、1994

「東アジア諸国の産業政策の課題」、通商産業省通商産業研究所『研究シリーズ』21、1993（上
田英志、砂川透との共著）

"Financial Restructuring of Enterprises" in Japan's Postwar Experience - Their Implications for
the Transformation of Central and East European Economies - , The Japan Institute of
International Affairs, March, 1995.

"Industry-Academic and Inter-corporate Collaboration　in TAMA (Technology Advanced
Metropolitan Area)", in RIETI Discussion Paper Series, 02-E-004, RIETI, December, 2003.

「産業クラスター形成における製品開発型中小企業の役割－ＴＡＭＡ（技術先進首都圏地域）
に関する実証分析に基づいて」、京都大学経済研究所 都市経済学ワークショップ、平成17年9
月2日

「TAMAに関する実証分析結果と今後の産業クラスターに関する研究計画」、第2回京都大学
CAPS研究会、平成17年11月8日

「産業クラスターについての研究計画」、第1回京都大学CAPS研究会、平成17年10月4日

「英独仏に見る職業紹介の新しい動き－現地ヒアリング調査に基づく日本への示唆」、独立行
政法人労働政策研究・研修機構「ハローワークにおけるマッチング効率性の評価に関する研究
会」、平成17年10月6日
「TAMA実証分析結果とクラスター関連理論との関係」ほか、研究・技術計画学会 年次学術大
会、平成17年10月22日

「三井三池炭鉱閉山後の炭鉱離職者の再就職状況に見る労働者の転職可能性」、『RIETI
Discussion Paper Series』 01-J-004、2001

"Industrial Policy" in Japan's Postwar Experience ? Their Implications for the Transformation
of Central and East European Economies - , The Japan Institute of International Affairs, March,
1995.

「ＴＡＭＡ企業の技術革新力とクラスター形成状況－アンケート調査結果を踏まえて－」、
『RIETI　Policy Discussion Paper Series』 03-P-004、2003

「ＴＡＭＡ（技術先進首都圏地域）における産学及び企業間連携」、『RIETI　Discussion Paper
Series』 02-J-012、2002



6

7

8

9

10

11

講演等 1

2

他機関との
連携

1

2

3

4

5

6

7

教育活動

京都近隣の公的、民間の各種産業支援機関; 産業クラスターに関する意見交換等

独立行政法人中小企業基盤整備機構近畿支部；「関西における人材育成ニーズを聞く懇談
会」委員（平成18年度）

独立行政法人科学技術振興機構; オンライン月刊誌「産学官連携ジャーナル」編集委員（平成
16年10月～平成19年度）

「先端経済分析と現代経済２：先端政策の解説と施行の実際」（ＣＯＥ大学院連携講義、京都大
学大学院経済学研究科、平成18年度後期、他のCAPS教員との共同講義）

「地域産業政策」(京都大学大学院経済学研究科、平成17年度後期、平成18年度通年)

独立行政法人経済産業研究所; ファカルティーフェロー（平成17年度）

「Findings from Empirical Study on TAMA and Current Work on Industrial Cluster Research」、
東京大学先端科学技術研究センター・在日スウェーデン大使館等共催「日本-スウェーデンイノ
ベーションセミナー 」、平成17年11月15日

「TAMA(首都圏西部)と京都～二大イノベーション拠点の形成を目指して」、京都大学経済研
究所公開シンポジウム「やさしい先端政策分析～京都から霞ヶ関への発信」、平成18年2月18
日

「日本の産業クラスター政策とTAMAのあり方」、韓国漢陽大学「安山キャンパスクラスタービル
開設記念シンポジウム」、平成17年8月31日

「製造業中小企業の分析から見る京都の産業クラスターとしての発展の課題-平成17年度産業
クラスター研究報告書より-」京都大学経済研究所　都市経済学ワークショップ、平成18年4月28
日

「産業クラスター形成における製品開発型中小企業の役割－TAMA(技術先進首都圏地域)に
関する実証分析に基づいて－」、アジア経済研究所「アジアとその他地域の産業集積比較：集
積発展の要因に関する研究会」、平成17年11月25日

平成１７年度産業クラスター研究報告書の概要－経済理論の応用の可能性を踏まえて－」第9
回京都大学CAPS研究会、平成18年4月11日

「An Intermediary and Absorptive Capacity to Facilitate University-Industry Linkage - Based on
Empirical Analysis for TAMA in Japan」、世界銀行・Social Science Research Council共催「アジ
ア大都市圏における産学連携研究プロジェクト第2回研究コンファレンス」、平成17年11月17
日、ワシントンD.C.

研究・技術計画学会理事（平成17～18年度）

経済産業省関東経済産業局; 「広域関東圏の産業クラスター計画の現状と課題に関する検討
委員会」委員（平成17年度）

独立行政法人経済産業研究所、文部科学省科学技術政策研究所及び研究・技術計画学会地
域科学技術政策分科会；「地域クラスターセミナー」を開催

「Industrial Cluster Policy in Japan –Focusing on the Case of TAMA」、Nordic Council of
Ministers、「北方地域クラスター開発政策作業グループ第２回会合」、平成18年6月7日、コペン
ハーゲン



氏名 坂井  昭夫 Akio Sakai

生年 1943年

学歴 1967年 京都大学経済学部

1969年 京都大学大学院経済学研究科修士課程

1972年 京都大学大学院経済学研究科博士後期課程

学位 1985年 京都大学経済学博士

職歴 1973年-1976年 関西大学商学部専任講師

1976年-1983年 関西大学商学部助教授

1982年-1983年 在外研究（ロンドン大学）

1983年-1990年 関西大学商学部教授

1990年- 京都大学経済研究所教授

所属学会

著書(単著） 1
2
3
4
5
6
7

著書（共著） 1

編著書 1

2
3

論文等 1

2

3

International Institute of Public Finance

国際公共経済学会

日本財政学会

日本国際経済学会

『冷戦後の世界と日本』（岩垂弘・上島武・松村文武と共著）同文舘、1992年7月

『国際財政論』有斐閣、1976年11月
『公共経済学批判』中央経済社、1980年9月
『軍拡経済の構図』有斐閣、1984年9月
『日本の軍拡経済』青木書店、1988年4月
『日米経済摩擦と政策協調』有斐閣、1991年12月
『日米ハイテク摩擦と知的所有権』有斐閣、1994年12月
『国際政治経済学とは何か』青木書店、1998年4月

『現代日本資本主義の政治経済機構』（池上惇、林堅太郎と共編著）労働経済社、1975年1月

『日本の経済危機』労働経済社、1976年7月
『アメリカ経済の変貌--ニューエコノミー論を検証する--』（関下稔と共編著）同文舘、2000年6月

「イギリスの戦時財政への移行とその背景」京都大学『経済論叢』第103巻第6号、1969年6月

「アメリカの対英政策の転換と財政・通貨危機」京都大学『経済論叢』第104巻第1号、1969年7
月

「援助と『財政自主権』」京都大学『経済論叢』第106巻第4号、1970年11月
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5
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7
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9
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17
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19

20

21

22
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24

25

26

「合衆国世界企業と対外援助」林栄夫ほか編『現代財政学体系』第4巻、有斐閣、1973年12月

「アメリカの国際収支分析」（池上惇、重森暁と共筆）、『経済』第91号、1971年11月

「財政負担国際的再配分基準論の史的展開」京都大学『経済論叢』第109巻第2号、1972年2月

「世界恐慌と財政負担の国際的再配分」（池上惇と共筆）、『現代と思想』第7号、1972年3月

「世界企業とヨーロッパ共同体」（森岡孝二、小野秀生と共筆）、『経済』第100号、1972年8月

「『公共経済学』の基本的性格」『経済』第107号、1973年3月
「アメリカ国際収支の動向」（池上惇と共筆）、『経済』第108号、1973年4月

「世界企業と国家主権」池上惇編『現代世界恐慌と資本輸出』青木書店、1973年5月

「アメリカの国際収支分析」（池上惇と共筆）、池上惇編『現代世界恐慌と資本輸出』青木書店、
1973年5月

「低開発国に対する資本輸出の基本戦略」池上惇編『現代世界恐慌と資本輸出』青木書店、
1973年5月

「世界企業とヨーロッパ共同体」（森岡孝二、小野秀生と共筆）、池上惇編『現代世界恐慌と資本
輸出』青木書店、1973年5月

「近代経済学の財政論に見る新しい傾向」関西大学『商学論集』第12巻第2号、1973年6月

「アメリカのエネルギー戦略」『経済』第113号、1973年9月

「『公共経済学』の理論的特質」京都大学『経済論叢』第112巻第6号、1973年12月

「『向坂派』国家独占資本主議論の論理構造」京都大学『経済論叢』第113巻第1号、1974年1月

「世界企業と国家主権の相互関連に関する一視角」経済理論学会編『現代資本主義とインフ
レーション』青木書店、1974年3月

「向坂逸郎氏の経済学の方法について」『経済』第121号、1974年5月

「マーシャル援助計画とアメリカの国際的財政管理機構」島康彦ほか編『財政危機の国際的展
開』湯威嚇、1974年10月

「『財政自主権』への問題提起」島康彦ほか編『財政危機の国際的展開』湯威嚇、1974年10月

「日本国家独占資本主義の基本的諸特徴」池上惇ほか編『現代日本資本主義の政治経済機
構』労働経済社、1975年1月

「資源問題と日本企業の対外進出」池上惇ほか編『現代日本資本主義の政治経済機構』労働
経済社、1975年1月

「国家独占資本主義と統制経済」（池上惇と共筆）、池上惇ほか編『現代日本資本主義の政治
経済機構』労働経済社、1975年1月

「日米軍事同盟と日本の軍事費」池上惇ほか編『現代日本資本主義の政治経済機構』労働経
済社、1975年1月
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「予算についての用語・事項解説」『経済』第131号、1975年3月
「座談会『世界資本主義の危機と多国籍企業』（佐々木建、坂井昭夫、建部正義、関恒義、一ノ
瀬秀文）」『日本の科学者』第10巻第9号、1975年9月

「『公共経済学』批判再論」『経済』第138号、1975年10月
「公共経済学によるＰＰＢＳ論の包摂」関西大学『商学論集』第20巻第2号、1975年6月

「シビル・ミニマム論の特質ならびに公共経済学によるその包摂の方向性をめぐって」　　　　関
西大学『商学論集』第20巻第3･4･5号、1975年11月

「『ライフサイクル計画』批判」関西大学『商学論集』第20巻第6号、1976年2月

「労働政策の現局面と国民生活構造の変化」（湯浅良雄と共筆）、坂井昭夫編『日本の経済危
機』労働経済社、1976年7月

「『ライフサイクル計画』の意味するもの」（中谷武雄と共筆）、坂井昭夫編『日本の経済危機』労
働経済社、1976年7月

「景気浮揚と経済構造転換の財政政策」坂井昭夫編『日本の経済危機』労働経済社、1976年7
月

「『贈与の経済学』の批判的検討」『経済』第149号、1976年9月
「アメリカの軍産複合体制をめぐって」『経済』第152号、1976年12月

「公共経済学の理論的検討」京都自治問題研究所『京都の自治』第22号、1977年3月

「シビル・ミニマム論の再検討」関西大学経済・政治研究所編『現代都市政策の再検討』ミネル
ヴァ書房、1977年４月

New Phases of Japanese Public Finance: Financial Policies for Business Promotion and Change
of Economic Structure, The Review of Economics and Business (Kansai University), 6(2),
December 1977

「『法人資本主議論』についての覚え書き」『経済科学通信』第21号、1978年2月

「軍事の経済学」島恭彦監修『講座　現代経済学』第1巻、青木書店、1978年2月

「基礎科学としての経済学」『日本の科学者』第13巻第4号、1978年4月

「資源配分論とシビル・ミニマム」池上惇ほか編『地方自治とシビル・ミニマム』法律文化社、1978
年6月

「財政危機の国際的展開」（横田茂と共筆）、加藤睦夫・池上惇編『財政学概論』有斐閣、1978
年9月

「日本の軍拡志向の経済的側面」『経済科学通信』第24号、1979年2月

「経済計画と財政政策」清水嘉治・松原昭編『経済政策論を学ぶ』有斐閣、1979年6月
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「帝国主義的イデオロギーの諸潮流」島恭彦監修『講座　現代経済学』第4巻、青木書店、1979
年7月

「『帝国主議論』研究の一視点」島恭彦監修『講座　現代経済学』第4巻、青木書店、1979年7月

「経済の軍事化と現代資本主義」『経済』第185号、1979年9月

「ケインズの破産と近経財政論の地殻変動」『経済』第187号、1979年11月

「『公共経済学』と財政民主主義、小さな政府」島恭彦・池上惇編『財政民主主義の理論と思想』
青木書店、1979年12月

「石油危機の展開と現局面」日本科学者会議編『現代の世界経済と日本経済』上巻、大月書
店、1980年11月

「最近の軍備拡張路線に関する覚え書き」関西大学『商学論集』第25巻第6号、1981年2月

「経済民主主義の諸問題」大橋昭一・長砂実編『経済民主主義と経営参加』ミネルヴァ書房、
1981年４月

「帝国主義論争」島恭彦監修『講座　現代経済学』第5巻、青木書店、1981年4月

「石油産業の歴史とエネルギー・石油危機」小杉毅ほか編『現代の資源・エネルギー問題』ミネ
ルヴァ書房、1981年5月

「『防衛計画の大綱』に関する一考察」関西大学『商学論集』第26巻第2号、1981年6月

「日本の経済成長方式と経済摩擦』関西大学『商学論集』第26巻第3号、1981年8月

「『総合安全保障論』の形成とその本質」関西大学『商学論集』第26巻第4号、1981年10月

「現代帝国主義体制の成立と展開過程」（杉本昭七と共筆）『講座　今日の日本資本主義』第1
巻、大月書店、1981年10月

「レーガン財政改革の背景、『論理』、現実」『経済』第213号、1982年1月

「アメリカにおける軍事技術開発振興政策の史的展開」関西大学『商学論集』第26巻第6号、
1982年2月

「アメリカの軍事生産に関する一分析」関西大学『商学論集』第28巻第6号、1984年2月

「希少金属（レアメタル）をめぐる問題状況」関西大学『商学論集』第29巻第2号、1984年6月

「討論『軍拡と軍縮の経済学』」（坂井昭夫、佐藤昌一郎、鷲見友好、関恒義）」『経済』第246
号、1984年10月

「軍拡の経済的危機と打開の展望」『未来をひらく教育』第62号、1985年11月

「日本軍事産業の転換」『世界』第485号、1986年2月
「八丁原地熱発電所」関西大学経済・政治研究所『資源・エネルギー実態調査報告書(1)』1986
年３月

「経済計画と財政政策」清水嘉治・松原昭編『経済政策論を学ぶ［新版］』有斐閣、1986年4月
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「レーガンのサミット戦略と円高日本」『経済科学通信』第50号、1986年9月

「世界はやはり病んでいる--軍拡の政治経済学」 杉本昭七ほか編『現代世界経済をとらえる』
東洋経済新報社、1987年１月

「日本の防衛問題と財政--日米関係を中心に--」日本財政法学会編『憲法九条と財政』学陽書
房、1987年2月

「日本の軍事費」関西大学『商学論集』第31巻第6号、1987年2月
「関西大学100周年商学部記念事業シンポジウム『変わりゆく日本--21世紀への旅』セッション
Ⅱ『日本経済の国際化』（パネリスト　石川博友、森本忠夫、坂井昭夫）」関西大学『商学論集』
第31巻第6号、1987年2月

「『シーレーン防衛』に関する覚え書き」関西大学経済・政治研究所『各国の資源・エネルギー
事情』（研究双書）1987年3月

「武器輸出の伏流」関西大学『商学論集』第32巻第1号、1987年4月
「天がける防衛費」『月刊　保団連』第264号、1987年8月
「日本の軍事化と日米経済・技術戦争」関西大学経済・政治研究所『第102回 産業セミナー』
1988年11月

「軍縮と日本の選択」『ＡＥＲＡ』第1号、1989年1月3日・10日
「アメリカの対日知的所有権戦略の展開(上)」関西大学『商学論集』第33巻第6号、1989年2月

「アメリカの防衛分担要求の経済的意図」『軍縮問題資料』第103号、1989年6月

「アメリカの対日知的所有権戦略の展開(下)」関西大学『商学論集』第34巻第6号、1990年2月

「公共経済学をレビューする眼」『財政学研究』第15号、1990年8月

「経済をむしばむ軍拡」『時事教養』第666号、1991年8月1日
「軍拡と軍縮の経済学--米ソ新デタントと『平和の配当』--」杉本昭七ほか編『現代世界経済を
とらえる』東洋経済新報社、1991年10月

「『知的所有権の経済的意味』をいかに探るか--ＴＩ・富士通紛争を手がかりに--」『ＫＩＥＲ』
9104、1992年2月

「日米貿易の構造」杉本昭七・藤原貞雄編『日本貿易読本』東洋経済新報社、1992年5月

「『新世界秩序』にかんする覚え書き」『ＫＩＥＲ』9201、1992年5月

「軍事の経済的負担とバードン・シェアリング」岩垂弘 ほか『冷戦後の世界と日本』同文舘、1992
年7月

「国際政策協調論批判」関下稔・森岡孝二編『世界秩序とグローバル・エコノミー』青木書店、
1992年10月

「日米知的所有権紛争を考える」『ＫＩＥＲ』9205、1992年10月
「日本の防衛費と軍需経済」『軍縮問題資料』第147号、1993年2月
「日米経済摩擦と政策協調」大阪経済法科大学『法学研究所紀要』第16号、1993年2月
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「前途多難な米国の軍民転換」『公明』第377号、1993年5月
「知的所有権制度の国際的ハーモナイゼーションに関して」『ＫＩＥＲ』9303、1993年5月

「日米構造問題協議が物語るもの」大峯顕・原田平作・中岡成文編『地域のロゴス』世界思想
社、1993年6月

「日米知的所有権紛争の経済的意味」杉本昭七編『現代世界経済の転換と融合』同文舘、
1993年7月

「マクロ政策協調の現段階」『税制研究』別冊第3号）、1993年9月
「政策協調に潜む軍縮妨害要因」『軍縮問題資料』第155号、1993年10月

「覇権理論とポスト冷戦秩序シナリオをめぐる論壇状況」『ＫＩＥＲ』9306、1993年10月

「国際経済秩序の転換期を考える」『日本の科学者』第30巻第2号、1995年2月

「どこへ消えた『平和の配当』」『エコノミスト』臨時増刊、1995年2月13日

「ＷＴＯ体制の発足に思う」『行財政研究』第23号、1995年2月
「覇権国理論をめぐる論壇概況」関西大学『商学論集』第40巻第2号、1995年6月

「ネオ・リアリズム－覇権安定論－国際公共財論」『ＫＩＥＲ』9502、1995年10月

「ネオ・リアリズムと国際公共財」関西大学『商学論集』第40巻第4･5号、1995年12月

「日米経済摩擦の軌跡と現局面」明治大学社会科学研究所『公開講演集』第19号、1996年3月

「国際経済秩序の転換と日本」『ＫＩＥＲ』9601、1996年4月
「日米経済摩擦の変容」杉本昭七ほか編『現代世界経済をとらえる（第３版）』東洋経済新報社、
1996年５月

「技術立国日本を脅かす米国の『知的所有権問題』攻勢」『産業新潮』第524号、1996年5月

「国際経済秩序の転換と日本」『住民と自治』第398号、1996年6月
「ポスト冷戦体制と国際財政」池上惇・重森暁編『現代の財政』有斐閣、1996年8月

「相互依存論の構造と特徴」京都大学経済学会『経済論叢』第158巻第3号、1996年12月

「日本の軍事産業をめぐる問題状況」『軍縮問題資料』第194号、1997年1月

「『国際的相互依存論』とは何か？」『ＫＩＥＲ』9701、199７年4月

「国際公共財としての通貨システム」『ＫＩＥＲ』9804、1999年2月

「国際公共財としての通貨システム」国際公共経済学会『国際公共経済研究』第9・10号、1999
年8月
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「英米財政関係と財政自主権」日本財政学会第28回大会、1971年10月

「世界企業と国家主権の相互関連に関する一視角」経済理論学会第21回大会、1973年10月

「ブキャナン＝ワグナーのケインズ経済学批判をめぐって」 日本財政学会第37回大会、共通論
題「フィスカルポリシー論の再検討」(報告者：坂井昭夫、貝塚啓明、大熊一郎）、1980年10月

「日本の防衛問題と財政--日米関係を中心に--」日本財政法学会第4回大会、シンポジウム
「憲法九条と財政」（坂井昭夫、鷲見友好、小川政亮、北野弘久、小林直樹）、1986年3月

「米国経済の変容とニューエコノミー論」『ＫＩＥＲ』9901、1999年8月

「ニューエコノミー論の虚実」関下稔・坂井昭夫編著『アメリカ経済の変貌--ニューエコノミー論を
検証する--』　同文舘、2000年6月

「日米軍産複合体の復活と変容」『軍縮問題資料』第244号、2001年2月

「『ニューエコノミー論』考」『ＫＩＥＲ』0102、2001年11月
「アメリカのニューエコノミーと日本」『金沢経済大学論集』第35巻第2号、2001年12月

「NIPAデータにみる米国『20世紀末景気』の特質」『ＫＩＥＲ』0103、2001年12月

「1990年代米国における歴史的な株高とその周辺事情--「20世紀末景気」分析の一環として--
」『KIER』No.0204、2002年6月

 「米国『20世紀末景気』を支えたメカニズムとその限界」『ESP』第366号、2002年10月

「米国財政収支の過去・現在・未来--「双子の赤字」の再来を考える一環として--」『ＫＩＥＲ』
0502、2005年11月

 「米国バイオ関連特許の発展とその含意」『経済論叢』第173巻第1号、2004年1月

 「アメリカにおけるビジネス方法特許の動向とその問題点」『KIER』No.0306、2004年3月

「再生の序曲--1980年代米国経済の回顧 (2) --」『ＫＩＥＲ』0405、2004年10月

「産業競争力復活の礎石--1980年代米国経済の回顧 (3) --」『ＫＩＥＲ』0407、2004年12月

「アメリカのバイオ関連特許をめぐる問題状況-- 「人類共通の財産」と「知識の私有化」の相克-
-」『KIER』0402、2004年4月

「アメリカのビジネス方法特許ブームと特許紛争」『経済論叢』第173巻第4号、2004年4月

「米国ビジネス方法特許をめぐる問題状況--批判論、改善措置、残る問題点--」『経済論叢』第
173巻第5・6号、2004年5・6月

「憂愁の様相--1980年代米国経済の回顧 (1) --」『ＫＩＥＲ』0403、2004年6月



5

6

7

8

9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

「国際経済秩序の転換期と日本」第21回自治体政策理論セミナー、倉敷市民会館、1996年2月
1日

「ネオ・リアリズムと国際公共財」立命館大学国際関係理論プロジェクト講演、琵琶湖パラダイス
イン、1996年2月26日

「国際公共財としての通貨システム」国際公共経済学会第13回大会シンポジウム『グローバル
時代の公共性と通貨金融システム』基調報告、滋賀大学､1998年12月11日

「日米知的所有権紛争の一側面」国際経済学会第36回関西支部総会、京都大学、1994年6月
4日

「マクロ政策協調と国際政治経済学」 経済理論学会関西部会研究会、神戸商科大学、1994年
6月25日

「日米知的所有権紛争のトレンドと若干の論点」神戸大学兼松セミナー、1994年9月21日

「日米経済摩擦の軌跡と現局面」明治大学社会科学研究所公開講演会、1995年10月26日

「マクロ政策協調の現段階」財政理論研究会シンポジウム、六甲荘（神戸）、1992年10月8日

「日米摩擦の新局面--日米知的所有権紛争--」 経済研究所創立30周年記念講演会（共通テ-
マ「経済学のフロンティア」）、1992年10月15日

「『双子の赤字』と日米政策協調」『今日の世界経済と日本』刊行記念公開講座「クリントン新政
権と日米関係」、茨木市福祉文化会館、1992年12月19日

「日米ハイテク摩擦と知的所有権」福島大学学術講演会、1993年12月8日

「アメリカの『双子の赤字』と日本の国際化」関西大学100周年商学部記念事業 シンポジウム
『変わりゆく日本--21世紀への旅』セッションⅡ『日本経済の国際化』〈報告者 石川博友、森本
忠夫、坂井昭夫〉関西大学、1986年10月

「日本現行税制及其改革」中国瀋陽市財政学会および税務学会主催の東北３省を対象とする
学術報告会、1987年6月

「日本財政現状」中国瀋陽市財政学会および税務学会主催の東北３省を対象とする学術報告
会、1987年6月

「戦争の経済システム」伊丹市教育委員会講演、伊丹市公民館、1991年7月1日

「軍拡と軍縮の経済学」憲法会議講演、1991年9月13日
「軍事の経済的負担とバードン・シェアリング」大阪経済大学パネル・ディスカッション「冷戦後の
世界と日本」、1991年11月12日

「日米経済摩擦と政策協調」大阪経済法科大学法学研究所シンポジウム「現段階の日米関
係」、1992年6月3日

「『新世界秩序』と政策協調論」大阪市立大学経済研究所全体研究会報告、1992年6月13日

「日米ハイテク摩擦の現局面」財政学研究会記念講演、福島県三島町役場、1992年7月20日



25

26

27

28

「アメリカのニューエコノミーと日本」金沢経済大学学術講演会、金沢経済大学、2001年7月19
日

「米国ニューエコノミーとその教訓」京都大学春秋講義（秋季）、キャンパスプラザ京都、2001年
10月24日

「米国ニューエコノミーを考える」愛媛大学経済学会学術講演会、愛媛大学、2000年10月4日

「ディスカッション：金融システム不安と財政政策」（井出英策、金子勝、坂井昭夫、高橋洋一）、
日本財政学会第60回大会、関西大学、2003年10月25日



氏名 佐和　隆光 Takamitsu Sawa

生年 1942年

学歴 1965年 東京大学経済学部経済学科卒業

1967年 東京大学大学院経済学研究科修士課程修了

1967年 東京大学大学院経済学研究科博士課程中退

学位 1971年 東京大学経済学博士

職歴 1967年 東京大学経済学部助手

1969年 京都大学経済研究所助教授

1980年 京都大学経済研究所教授

1990年4月-1994年3
月

京都大学経済研究所長

1995年4月-1999年3
月

京都大学経済研究所長

1997年 京都大学大学院エネルギー科学研究科教授

2001年4月-2004年3
月

京都大学経済研究所長

2004年4月-2006年3
月

京都大学経済研究所長

2006年4月- 立命館大学大学院政策科学研究科教授

2006年４月- 京都大学経済研究所特任教授

客員研究員
等

1970年 米国スタンフォード大学研究員（７１年８月まで）

1975年 米国イリノイ大学客員教授（７８年１２月まで）

1979年 英国ロンドン・スクール・オブ・エコノミックス客員研究員（同年６月まで）

1980年 経済企画庁客員主任研究官（８２年７月まで）

1983年 大蔵省財政金融研究所特別研究官（９３年３月まで）

1988年 東京大学新聞研究所客員教授併任（９０年3月まで）

2000年 国立情報学研究所副所長（０２年３月まで）

2002年 国立情報学研究所名誉教授

受賞 1970年 日本経済新聞社　経済図書出版文化賞
『計量経済分析の基礎』（東洋経済新報社）

1970年 テレコム社会科学賞
『文化としての技術』（岩波書店）

1996年 エネルギーフォーラム賞普及啓発賞
『地球文明の条件』共著（岩波書店）

1998年 エネルギーフォーラム賞
『地球温暖化を防ぐ』（岩波書店）

1998年 和歌山県文化賞



学会活動

学術誌編集
委員等

審議会委員
等

著書（編著含
む）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24 『９０年代の選択』（新藤宗幸と共著）岩波書店　1991年　259ページ

『形態と構造』（宇敷重広と共著）みすず書房　1977年　285ページ

『キーワードコレクション経済学』（編著）新曜社　1989年　369ページ

 『二十世紀末の思潮―ポスト・モダンからネオ・モダニズムへ』朝日新聞社、1989年　271ページ

『計量経済学入門』（編著）JICC出版　1988年　250ページ

『トピックス日本経済：８７－８８』（編著）マグロウヒル社　1988年　285ページ

『サービス化経済入門』（編著）中央公論社　1990年　194ページ

 『これからの経済学』 岩波書店　1991年　225ページ

『初等統計解析』新曜社　1972年　231ページ

『文化としての技術』岩波書店　1987年　241ページ

『科学的方法とは何か』（浅田彰・山口昌哉・長野敬・黒田末寿と共著）中央公論社　1986年
213ページ

『高度成長』日本放送出版協会　1984年　218ページ

 『虚構と現実』新曜社　1983年　230ページ

『学問の現在』（山口昌哉・坂本賢三・富永茂樹と共著）駿々堂出版　1989年　398ページ

『経済学とは何だろうか』岩波書店　1982年　214ページ

『回帰分析』朝倉書店　1979年　187ページ

『大国日本の条件』 日本経済新聞社　1989年　282ページ

『パラダイムシフト：技術と経済』筑摩書房　1990年

『豊かさのゆくえ』岩波ジュニア新書　1990年

『世紀末から新世紀へ』（芳賀徹他と共著）筑摩書房　1990年　302ページ

環境経済・政策学会会長（９５年～２００６年３月）

学術審議会専門委員、産業技術審議会臨時委員、総合エネルギー調査会臨時委員、経済審
議会臨時委員、中央環境審議会委員、国民生活審議会委員、交通政策審議会委員等の政府
委員を務める。

『計量経済分析の基礎』東洋経済新報社　1970年　308ページ

日本統計学会理事長（８５年１０月～８７年９月）

International Statistical Institute 会員

International Economic Review, Associate Editor

Journal of Econometrics, Associate Editor

日本統計学会誌　編集長

Fellow of the Econometric Society（７７年～）

理論計量経済学会理事（８３年１０月～８７年９月）

 『８０年代論』（新藤宗幸・杉山光信と共著）新曜社　1987年　231ページ

『経済学における保守とリベラル』岩波書店　1988年　262ページ

『現代経済学の名著』（編著）中央公論社　1989年　210ページ
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28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

翻訳 1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

『市場主義の終焉-日本経済をどうするのか-』岩波新書2000年　232ページ

『漂流する資本主義』ダイヤモンド社　1999年　262ページ

 『経済学の名言１００』ダイヤモンド社　1999年　218ページ

『２１世紀の問題群』（編著）新曜社 2000年 311ページ

『環境新時代への挑戦』（編著）第一書林　2000年　258ページ

 『地球文明の条件』（編著）岩波書店　1995年　242ページ

『日本の難問――閉塞の日本と勃興のアジア』日本経済新聞社　1997年　270ページ

『日本型経済システムを超えて』（堤清二と共著）岩波書店　1997年　62ページ

『地球温暖化を防ぐ』岩波書店　1997年　217ページ

『平成不況の政治経済学』中央公論社　1994年　211ページ

『ポスト産業社会への提言』（堤清二と共著）岩波書店　1994年　68ページ

『社会の現実と経済学』（宇沢弘文・石川経夫・宮本憲一・内橋克人と共著）岩波書店　1994年
164ページ
『資本主義の再定義』岩波書店　1995年　211ページ

『未来史のなかのメガシティ』（伊藤滋と共著）三田出版会　1992年　258ページ

『尊厳なき大国』講談社　1992年　212ページ

『成熟化社会の経済倫理』岩波書店　1993年　228ページ

スティーブン・ランズバーグ『ランチタイムの経済学』（吉田利子と共訳）　ダイヤモンド社　1995
年　332ページ

ジョン・ネイスビッツ『大逆転潮流』三笠書房　1994年　364ページ

 『新ケインズ主義の時代』（菊谷達弥と共訳）日本経済新聞社　1993年　462ページ

アラン・ブラインダー『ハードヘッド＆ソフトヘッド』TBSブリタニカ　1988年　411ページ

アンソニー・ギデンズ『暴走する世界』ダイヤモンド社2001年207ページ

アンソニー・ギデンズ『第三の道』日本経済新聞社　1999年　286ページ

『日本の「構造改革」』岩波新書2003年　200ページ

『実学ゼミ』（三橋規宏編）東洋経済新報社2004年　第六章「温暖化対策と経済」pp81-94

『富める貧者の国』（淺田彰と共著）ダイヤモンド社　2001年　220ページ

『「改革」の条件』岩波書店2001年213ページ

バーグストロム『初等計量経済学』（前川功一と共訳）　東洋経済新報社　1977年　181ページ

『環境の経済理論』　（編著）岩波書店2002年　240ページ

『資本主義は何処へ行く』　ＮＴＴ出版2002年　257ページ

“International Frameworks and Technological Strategies to Prevent Climate Change,”
Springer,　2003

『経済学への道』岩波書店2003年　200ページ

ローレンス・クライン『経済予測の理論』筑摩書房　1972年

Ｓ．チャタジー・Ｂ．プライス『回帰分析の実際』（加納悟と共訳）新曜社　1980年　249ページ

ルイズ・アームストロング『レモンをお金にかえる法：“経済学入門”の巻』河出書房新社　1982年

ルイズ・アームストロング『続・レモンをお金にかえる法“インフレ⇒不況⇒景気回復の巻』河出書
房新社　1982年

メアリー・ダグラス『儀礼としての消費』（浅田彰と共訳）新曜社　1984年　252ページ
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英文論文 1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

ジョン・K・ガルブレイス『悪意なき欺瞞』ダイヤモンド社2004年141ページ

ポール・ホーケン、エイモリ・B・ロビンス、L・ハンター・ロビンス
『自然資本の経済』日本経済新聞社（小幡すぎ子訳）監訳、2001年516ページ

ブルーノ・Ｓ・フライ、アロイス・スタッツァー『幸福の政治経済学』（沢崎冬日訳）監訳、ダイヤモン
ド社　2005年294ページ

"Estimation of a Stochastically Dependent Equations System," Journal of the Japanese
Statistical Association , 3, 2: 69-87, 1974

"What can we infer from Single Aggregated Proportion?" with Satoru Kanoh, International
Economic Review , 17, 3: 765-768, 1976

"Minimax Regret Significance Points for a Preliminary Test in Regression Analysis," with
T.Hiromatsu, Econometrica , 41, 6: 1093-1101, 1973

"The Mean Square Error of a Combines Estimator and Numerical Comparison with the TSLS
Estimator," Journal of Econometrics , 1, 2: 115-132, 1973

"The Numerical Values of Some Key Parameters in Econometric Models," with T.W.Andesrson
and Kimio Morimune, Journal of Econometrics , 21, 2: 229-243, 1983

"Identification and Normalization: A Note," T.W.Anderson and K.Morimune, Journal of
Econometrics , 2, 4: 389-391, 1985

"The Exact Finite-Sample Distribution of the Limited Information Maximum likelihood
Estimator in the Case of Two Included Endogenous Variables," with Roberto Mariano,  Journal
of the American Statistical Association , 67, 337: 159-163, 1972

"Finite-Sample Properties of the k-Class Estimators," Econometrica , 40, 4: 653-680, 1972

"Almost Unbiased Estimator in Simultaneous Equation Systems," International Economic
Review,  14, 1: 97-106, 1973

"Distributions of Estimates of coefficients of a Single Equation in a Simultaneous System and
their Asymptotic Expansions," with T.W. Anderson, Econometrica , 41, 4: 683-714,1973

"Non-Normality of Error Distribution in Linear Regression Models," Journal of Economics ,
University of Tokyo, 35, 3: 32-47, 1969

"Some Problems on Statistical Estimation in Econometrics," with Kei Takeuchi, Economic
Studies Quarterly , 16, 1: 50-61, 1965

"On the Relationship between the Distribution of Ordinary Least Squares Estimators and the
Residual Variance,” Economic Studies Quarterly , 17, 3: 65-69, 1966

"Selection of Variables in Regressions Analysis," Economic Studies Quarterly , 1966

"The Exact Sampling Distribution of Ordinary Least Squares and Two-Stage Least Squares
Estimators," Journal of the American Statistical Association , 64,327: 923-937, 1969

"Serial Correlation: A Survey," Economic Studies Quarterly , 20, 3: 1-15,1969

"Optimal Choice of Regressors for Predictive Efficiency," Economic Studies Quarterl y, 19,3:
69-72, 1969
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30

31

"Exact and Approximate Distributions of the Maximum Likelihood Estimator of a slope
Coefficient," with T.W.Anderson, Journal of Royal Statistical Society , B, 44, 1; 52-62, 1982

"Evaluation of the Distribution Function of the Limited Information Maximum Likelihood
Estimator," with T.W.Anderson and Naoto Kunimoto, Econometrica , 50,4: 1009-1027, 1982

"Comparison of the Densities of the TSLS and LIMLK Estimators for Simultaneous Equations,"
with T.W.Anderson and Naoto Kunitomo, Global Econometrics,  103-124, 1983

"Revaluation of Durable Capital Stock in Japanese Manufacturing and its Application for the
Measurement of Potential Growth Rate during the OPEC Decade," with S.Mori, Japanese
Economic Research , edited by T.Negishi and R.Sato, 1988

"Policy Instruments to Combat Global Warming and Their Economic Consequences," Journal of
Economic Research , Vol.4, 1: 1-10, 1999

"End of the Road for Japanese-Style Capitalism," Japan Review of International Affairs , 13, 3:
172-190, 1999

"Energy Price Shocks and Productivity Growth in Japan and United States Manufacturing
Industry," with E.Berndt, Shunsuke Mori, and David Wood, Productivity Growth in the United
States and Japan , edited by C.R.Hulten and J.R.Norsworthy, 1988

"An Analysis of the Macro-economic Costs of Various CO2 Emission Control Policies in a
Dynamic Market Equilibrium Model," with Noriyuki Goto, The Energy Journal , 14,1: 83-110,
1993

"The Exact Moments of the Least Squares Estimator for the Autoregressive Model," Journal of
Econometrics , 8: 159-172, 1978

 "Information Criteria for Discrimination among Alternative Regression Models," Econometrica ,
46: 1273-1291, 1978

"Some criteria for Selection of Explanatory Variables in Regression Analysis," Operations
Research , 23, 5: 280-289, 1978

"Evaluation of the distribution Function of the Two-Stage Least Squares Estimate," with
T.W.Anderson, Econometrica , 47: 163-182, 1979

"Two-Stage Least Squares: In Which Direction should the Residuals be Minimized," with
T.W.Anderson, Journal of the American Statistical Association , 72 : 187-191, 1977

"How to Estimate the  Probit from Inconveniently Aggregated Date," with Satoru Kanoh,
Economic Studies Quarterly , 28: 243-248, 1977



新聞雑誌掲載一覧 
（1990年以降のもの） 

1990年 
"Decade of Contrasts" Journal of Japanese Trade&Industry 1990/01/01  
「知価社会における二次産業の変革」『Trender Prise Report Toppan』vol.1、1990年1月1日 pp.47 
「90年代は消費者が企業を変える」『マネジメント 21』（MESSAGE '90創刊号）1990年1月1日pp.17-18  
「地域主義を超えてグローバル化を推進」（座談会）内海・大蔵財務官、宮崎勇・大和総研理事長、宮崎

弘道・第一勧銀顧問、金融証券新聞、1990年1月1日  
「90年代日本の課題」『本 1月号』1990年1月pp.28-30 
「数と量の経済学を超えて」『数学セミナー』1990年1月pp.30-34 
「90年代の幕開け」『経理情報 旬刊 no.575』、1990年 1月p.1 
「経済学の現在と未来」『わかりたいあなたのための経済学入門』JICC出版局1990年1月20日pp.10-20 
「虚業と実業」京都新聞 1990年 1月29日 
"We still have much to learn", The Japan Times 1990/01/30 
「日米摩擦の新局面」（対談）五十嵐武士氏『潮 2月号』1990年 2月1日pp.87-101 
「衆人が投機にうち興じたベーキングパウダー経済」『朝日ジャーナル』1990年2月2日pp.94-96 
「『86年体制』の矛盾」（山陽時評’90総選挙）山陽新聞1990年 2月7日 
「文化の窓」『朝日ジャーナル』1990年2月16日p.39 
"We lack debating talent" The Japan Times 1990/02/27 
「資本主義の功罪と今後の課題」『公明 NO.338』1990年3月1日pp.118-128 
「自由社会の枠組みの整備を」『SARI Management vol.4 No.3』1990年 3月1日pp.6-7 
「シンポ 世紀末産業社会の課題と 21cの展望"」朝日新聞1990年3月 1日pp.8-9 
「日本を債務国家に転落させる『4つのシナリオ』」『SAPIO』1990年3月 8日、pp.26-29 
「文化の窓」『朝日ジャーナル』1990年3月16日p.39 
「第3の黒船」京都新聞 1990年 3月17日 
"Doing what must be done" The Japan Times 1990/03/19 
「地価高騰と不健康な日本経済」『月刊 物件情報』リクルート 1990年4月1日pp.30  
「日本経済のパラダイム」『かんぎん 季刊 14号』1990年4月1日 
「90年代の日本と世界」『自動車販売 4』1990年4月 1日、pp.20-31 
「真の「自由」と「民主主義」は日本に根づくか」『調査月報』1990年4月 1日 
「Lecture2」『NO.1 三菱銀行編』1990年 4月1日 
「生活の質向上ってなに？日米構造協議首相は強調するけれど」（座談会）堀田善衛、久野収 讀売新
聞 1990年4月 20日 
「転形期を語る 1」東京新聞 1990年4月23日 
「転形期を語る 2」東京新聞1990年4月24日 
「転形期を語る 3」東京新聞1990年4月25日 
「日米の危機をどう乗り越えるのか」『潮 5月号』、1990年5月pp.134-141 
「世界経済はどうなるのか」（座談会）宮崎勇、新藤宗幸『世界』1990年 5月号 pp.145-161 
「不均衡を是正する「神の見えざる手」」『東海総研マネジメント 5』NO.22 1990年5月1日 p.1 
「90年代の日本と世界 上」三陽新聞1990年 5月 5日 
「90年代の日本と世界 下」三陽新聞1990年 5月 6日 
「日本は「近代西欧」との共通点を見いだせ」（学際討論：日本の進路）『エコノミスト』1990 年 5 月 8 日
pp.10-19 
「資本主義は勝利したのか？」京都新聞1990年5月11日 
「新世紀の京都豊かに創る」（第 2次京都21会議）京都新聞1990年 5月15日 
「ペレストロイカが世界共通語になったように日本語にもシンボリックな言葉が必要だ」『朝日ジャーナ

ル』1990年5月 18日 pp.28-31 
「「バブル経済」の帰結」東京新聞 1990年5月 26日 
「新しい政治の条件は形成されているのか」（座談会）新藤宗幸、山口二郎、『世界』第542号、1990年6
月 1日pp.241-256 



『世紀末から新世紀へ』（共著）芳賀徹、工藤哲己、高橋睦郎、田中光、間宮芳生、養老孟司、佐和隆光、

西村肇、山内昌之、赤木昭夫、米盛裕二、池上嘉彦、荒保宏、金子努、坂部恵、筑摩書房、1990年6月
1日  
「私の社会主義感覚」『朝日ジャーナル』1990年6月20日p.163 
「近代西欧の逆襲が始まった」京都新聞 1990年6月 27日 
「「数量調整」に終始 不均衡是正、見通し暗く」産業経済新聞 1990年6月29日 
「90年代の技術パラダイム」（座談会）吉川弘之、新藤宗幸、佐和隆光『世界』7 月号 1990年 7 月 1日
pp.306-319 
「大国への条件-日本の歩む道-」『経営レポート’90』1990年7月 1日pp.58-64 
「今なぜ企業の社会的責任が問われているか」『季刊UPU』1990年7月1日pp.7-8 
「90年代ポストモダンの終焉」『snow7』NO.336 1990年 7月1日 pp.22-23 
「日本経済の選択 上」（経済セミナー）信濃毎日新聞1990年7月8日 
「日本経済の選択 中」（経済セミナー）信濃毎日新聞1990年7月15日 
「日本経済の選択 下」（経済セミナー）信濃毎日新聞1990年7月22日 
「2001年を見通すための「社会主義」講座」（対談）岸本重棟『サピオ』第 2・4、1990年7月12日 
「残業を組み込んだ給与の体系に問題」朝日新聞1990年 7月28日 
「ヒューストン.サミット.シンポジウム PART.2 動き出した世界再編と日本」（座談会）江田五月、佐和隆光、
宮崎勇、山崎拓、1990年7月31日pp.54-57 
「数と量の経済学を超えて」『数学の最前線』日本評論社 1990年 8月1日pp.235-250 
「国境を超える時代とエスニシティの復権 経済.文化摩擦の底にあるもの」（対談）平田清明氏『情況』
1990年 8月1日 
「なぜいま地球環境問題なのか」『F』NO.11 1990年8月1日pp.2-5 
「世紀末産業社会の課題と 21世紀の展望」（シンポジウム・パネルディスカッション）『総合研究』NO.9日
本リサーチ総合研究所 1990年 8月1日 
「日書を読んで 二面性持つ日本的システム 日米出相反する評価基準」朝日新聞1990年8月 7日 
「プロ野球人気低迷五つの理由」京都新聞 1990年8月13日 
"Prosperity's bubble factor" The Japan Times 1990/08/28 
「プロ野球人気低迷5つの理由」京都新聞 1990年8月31日 
「ハイテク黒字大国は沈まない」『週刊ダイヤモンド』1990年9月 1日pp.24-29 
「法人所有制下のストック経済」『現代思想9』1990 vol.18-9 1990年9月pp.64-73 
「時代文脈の変容を示唆」『通産ジャーナル』1990年9月1日p.21 
「大学の研究室は”相撲部屋だ”外国人教員登用を考える」（対談）『朝日ジャーナル』1990年 9月 14日
pp.72-76 
「欧米亜三極構造に向かう冷戦後の新国際秩序」『日本イメージ気象観測』NO.14、1990年10月1日  
「ハードヘッド ソフトハート」『どうする日本のエネルギー』電気新聞編 1990年 10月 1日pp.60-61 
「イラク侵攻は「神の見えざる手」の働きか」京都新聞 1990年10月4日 
「対談 新井満」（4回）産業経済新聞、1990年11月1日 
"Pro baseball luster dims" The Japan Times 1990/11/12 
「地球温暖化問題の政治経済学」京都新聞 1990年11月14日 
「強者の論理に不信感」朝日新聞 1990年11月23日 
"Bubbles do Eventualy burst" The Japan Times 1990/12/10 
 
1991年 
"Japanese don't understand freedom and democracy" The Japan Times 1991/01/01 
「成熟なき日本型資本主義は９０年代高度情報社会に敗れる」（対談）浅田彰『週刊ポスト』1991 年 1 月 
pp. 98－99 
「アメリカの時代 文化相対主義の光と影」（対談）青木保『現代思想５』 
「経済予測は果たして可能か」『月刊ウイークス』1991年1月1日 pp.98-168 
「『市場万能」破綻し協調へ」朝日新聞 1991年1月 14日 
「Riteシンポジウム」朝日新聞 1991年1月28日 



「支出で戦争に「関与」終結に向け主導性を」（インタビュー）朝日新聞1991年2月1日 
「『成長の限界』を打破するために」『季刊でんぱつ NO.79』1991年2月 1日 pp.12-13 
"Environment concerns us All" The Japan Times 1991/02/18 
「近代西欧の逆襲」朝日新聞（夕刊）1991年3月5日 
「『大国』への遠い道」京都新聞（夕刊）1991年 3月9日 
「計量経済学入門 ３日間の経済学」黒田昌裕、土志田征一、刈屋武昭『JICC』1991年3月15日 
「日本のペレストロイカ 国際情勢を聞く」京都新聞 1991年3月 23日 
"No need to feel ashamed" The Japan Times 1991/03/25 
「政治的力量を蓄える時」電気新聞 1991年3月27日 
「冷戦後の世界秩序と日米関係」討議録（要約）：企業活力研究所第６回国際シンポジウム1991年4月1
日 
"Vietnam's own way forward" The Japan Times 1991/04/11 
"Value in a service economy" The Japan Times 1991/04/30 
「『裸の王様』の行く末」『主婦の友』1991/05/01 
「市場経済の功罪」京都新聞 1991年6月8日 
"Market economy is still best" The Japan Times 1991/06/18 
「超特急で駆け巡る発想大胆」読売新聞 1991年6月24日 
「『裸の王様』の行く末」『主婦の友』1991年7月1日 
「『実業』と『虚業』」京都新聞 1991年7月23日 
「証券界だけが悪者なのか」日本経済新聞1991年 7月29日 
「日本の経済は『ネオケインズ時代』に貢献できるか」(対談)竹内平蔵『エコノミスト』1991 年 8 月 20 日 
pp.22-31 
"Rich-poor gap is widening”The Japan Times 1991/08/26 
「このままでは京都は三流都市になる」（対談）川崎清『360 9月号』1991年9月 
「マスメディアの将来」『図書』1991年9月号 
「日米関係における複雑の構造」（対談）グレンフクシマ『主婦の友』1991年9月号pp.134-139 
「出生率低下で日本はビンボーになるの？」『日経ウーマン』(対談)大田弘子pp.76-77  1991年 9月号 
「２１cに生き残る企業の条件」『就職ジャーナル』1991年９月号 pp.121-123 
「深刻化する人口問題」『東海総研マネジメント ８ NO.38』1991年9月 1日 
「受験生を餌食にする『バブル産業』京都新聞 1991年9月2日 
"Japan not a universal model" The Japan Times 1991/09/09 
「不祥事に揺らぐ日本式経営 自己改革の契機に」日本経済新聞1991年9月9日 
「大蔵省外局案は有害無益」日本経済新聞 1991年 9月10日 
「縦系列と横系列一覧表が奏功」毎日新聞（夕刊）1991年9月12日 
「資本主義はソ連をわらえるか」（対談） 和田春樹 『Asahi Journal』1991年9月13日 pp.11-15 
「始まったホメオスタシス」京都新聞1991年9月20日 
「 問われる日本人の金銭感覚､労働観」『婦人の友』1991年10月号pp.35-40 
「『裸の王様』の行く末」『主婦の友』1991年10月号 
「経済に強くなる『景気の波が変わった』」『日経ウーマン』1991年 10月号pp.84-85 
「『金融大国』日本が問われるもの」『潮 10月号』1991年10月 pp.72-82 
「データで読む経済－Alps.右利き左利き」『Bart vol.1 NO.9』1991年10月14日pp.113-116  
「ゆがんだ経済大国」京都新聞 1991年 10月 28日 
"Reduce CO2 economically" The Japan Times 1991/10/29 
"Gone are the 'Golden'90's" The Japan Times 1991/10/29" 
「バブルがはじけ明らかになった日本経済の恥部」『日経ウーマン 11月号』1991年11月 
「甘い日本のシンクタンク『市場化』不徹底」日本経済新聞1991年11月4日 
「国際的な人材集積こそが地域に新たな発展をもたらす」（鼎談）和住誠一、江坂彰『縁 43』1991 年 11
月 12日 pp.5-15 
「『メセナ』もバブルにするな」日本経済新聞 1991年 12月 9日 
"Sewiority System must Go" The Japan times 1991/12/23 



 
1992年 
「時代文脈の変容と交通事業」（フォーラム）『運輸と経済』（財）運輸調査局1992年 1月pp.6-47 
「国際化時代に求められる「大国」の資質」（座談会）小島明 楠川徹 佐和隆光『fai No.28』1992年1月5
日 pp.3-10 
「ユニークさも財産 世界に打ち出せ９０年代 日本よおまえは何処へ行く」（対談）高畠通敏 河北新報 
1992年 1月1日 
「世界へ向け打ち出せ『個性』いま日本を問い直す利己的繁栄を超えて」神奈川新聞1992年 1月1日 
「もたれ合い...社会に蔓延」（対談）高畠通敏 熊本日々新聞 1992年1月1日 
「利己的繁栄を超えて」（対談）高畠通敏 山陽新聞 1992年1月 1日 
「文化としてのエレクトロニクス技術」『ニューメディア情報研究会No.56』 1992年1月 1日 
「９０年代の進路を探る」（対談）高畠通敏 長崎新聞1992年1月 3日 
「『世界から期待や懸念』今日を問い直す」（対談）高畠通敏 岩手日報1992年 1月 4日 
「『打ち出したい日本の個性』今日本を問い直す」（対談）高畠通敏 茨城新聞 1992年1月5日 
「利己的繁栄を超えて」（対談）高畠通敏 北日本新聞 1992年 1月6日 
"How should Japan change? The Japan Times 1992/01/10 
「人手不足で崩れる『豊かさ』」日本経済新聞 1992年1月 13日 
「”経済回復、２ー３年必要”世界は欧、米、亜の３極に」電気新聞 1992年1月20日 
「道新フォーラム 基調講演」北海道新聞 1992年1月20日 
「‘90年代「価格の構造」はますます難解」『日経Woman』1992年 2月1日 pp.72-73 
「低迷する景気の行方」京都新聞 1992年2月4日 
"Japan's Economic Dilemma" The Japan Times 1992/02/07 
「大学教授の言うことでも疑う批判精神の復活が必要である」『ASCENT 急増刊 名古屋版』 
 1992年 2月14日 pp.50-53 
「ゆとりよりも国際貢献を」日本経済新聞 1992年2月17日 
「なぜ東京はこんなに込み合うのか」『日経Woman』 
 1992年 3月1日 pp.64-65 
「大量消費社会見直しをCO2抑制に環境基金提案」（インタビュー）朝日新聞1992年 3月 7日 
"A new road to development" The Japan Times 1992/03/09 
「効果は疑問、財政金融政策」日本経済新聞1992年3月 23日 
「歴史の終焉は日本に何をもたらすか」（パネルディスカッション）バーグステン、猪口邦子、矢島昭『エ

コノミスト』1992年3月 24日 pp.50-58 
「今こそ淘汰の危機を繁栄のチャンスに転じよう」石川久雄 瓜生不二夫『Best Partner浜銀総合研』1992
年 4月1日 pp.2-27 
"Leading to Relax" Asahi Evening News 1992/04/02 
「『効率至上』では自由社会の孤児に」毎日新聞 1992年 4月 5日 
「もしもデノミになったら...」『BART』1992年4月13日pp.70-71 
"Market cannot be ignored" The Japan Times 1992/04/14 
「論壇時評」信濃毎日新聞 1992年4月 27日 
「日米摩擦は永遠の課題か」『潮 5月号』 pp.72-84 1992年5月 1日 
「尊厳ある大国への道」『M&C（総務庁広報誌）』1992年5月1日 pp.4-5 
「不景気だから何ができるか」（対談）島田晴雄『世界 5 第568号』 
1992年 5月1日 pp.217-231 
「不況は構造調整の好機」日本経済新聞 1992年5月4日 
「時代背景の転換」京都新聞 1992年5月9日 
「日本経済の不況は９５年までは続く」『BART』1992年5月11日pp.43-45 
"Japan's structure in doubt" The Japan Times 1992/05/11 
「なぜ今、ビジネスマンは歴史書を読まねばならないのか」『Sapio』1992年5月14日pp.16-18 
「『低迷２ー３年続く』内需主導へ転換の好機景気はどうなる」日本経済新聞 1992年5月 20日 
「バブル崩壊後の日本経済」『京都保険医協会』1992年5月25日pp.18-34 



「日本型経済システムの変換のための９ヵ条」『週刊ダイヤモンド』1992年5月30日pp.20-21 
「マイナス成長になろうとも経済大国としての責任を果たせ」『Next』1992年6月1日 
pp.108-114 
「日本に求められる指導力と美意識改革 CO2 排出許可証引出権つき基金の創設を」『月刊 Asahi 
vol.4NO.6』1992年6月1日  
「『歴史の始まり』先導役を」日本経済新聞1992年6月1日 
"Casino capitalism bodes ill" The Japan Times 1992/06/14 
"Three environmental plans" The Japan Times 1992/06/16 
「総合経済対策の効き目と日本経済の行方」『Forbes日本版』1992年6月17日pp.50-53 
「近代資本主義の精神を再び」京都新聞 1992年6月23日 
「求められる内需主導への構造調整」『週刊東洋経済 特別号』1992年 6月27日pp.54-62 
「『経済大国』日本が生き残る道はあるのか！？」『平成義塾』1992年7月号pp.163-166 
「温故知新がダイナミズム」『360 7月号』1992年7月pp．18-19 
「尊厳ある国家への道」『たくぎん 経営ガイド vol.241』1992年7月号 
「『尊厳ある日本』を目指して」『ダイワアーク』1992年7月1日 pp.5-9 
「それでも日本は成長するか」『週刊ダイヤモンド 1992特大号』1992年 7月1日 
「市場を侮った証券業界」日本経済新聞 1992年7月5日 
「日本式社会が崩壊してゆくなかで」『日経 ADOLE 臨時増刊号 no.16』 1992年7月 5日pp.123 
「インフレ率は 20％台 時代は贅沢から質素倹約へ」『日経マネー 9 特大号』1992年8月1日 
「平成不況は日本型経営是正のチャンス」『Forbes 8月号』1992年8月 pp.99 
「窮地のカジノ資本主義」日本経済新聞 1992年8月10日 
「保守とリベラル」京都新聞 1992年8月 13日 
"We're not yet a fair society" The Japan times 1992/08/18 
「『20世紀型』日本企業への警鐘」『プレジデント 9月号』pp.327-324 
「日本で蘇ったケインズ」日本経済新聞1992年 9月14日 
「金融システム安定化対策の成否信用不安への逆スパイラル的悪循環を断ち切れるか？」（対談）後藤

新一 野口悠紀雄 徳田博美『週刊ダイヤモンド』1992年 9月26日pp.27-34 
"The return of Keynesianism" The Japan Times 1992/09/28 
「効率と公正」『産業活性化ニュース 10月号』1992年10月1日 pp.5-6 
「ハードヘッドとソフトハートの調和」『Chushinくんしらん NO.315』1992年10月1日 pp.13-16 
「パラダイムなき時代の経済学はエキサイティングだ！『Serio』1992年10月1日pp.114-119 
「政策論争 税の導入を明確に」（対談）市川 博也 日本経済新聞 1992年10月1日 
「転機迎える企業理念」日本経済新聞1992年 10月 14日 
「問われる消費社会 環境と企業」朝日新聞 1992年10月 14日 
「ウィークエンド経済」朝日新聞（夕刊）1992年 10月 17日 
「新保守主義挫折後の米英日」日本経済新聞1992年10月19日 
"After The bubble economy" The Japan Times 1992/10/19 
「高度情報化社会の光と陰 文明論の視座」『Technology Future 12 月号 住友金属 NO.4』1992 年 
pp.24-29 
「日本経済 自己崩壊からの再生」（対談）クリストファー.ウッド『潮』1992年11月1日 pp.72-84 
「”平成不況”の現状とその処方箋」『公研 11月号』1992年11月 8日pp.54-86 
「クリントノミクス」京都新聞 1992年11月17日 
"The essentials of democracy" The Japan Times 1992/11/17 
「バブル崩壊 経済の今を読む」朝日新聞1992年11月22日 
「日本経済は代三の転換点」日本経済新聞1992年11月23日 
「ゴア次期副大統領の地球環境戦略を読む」『週刊ダイヤモンド』1992年 11月28 日 pp.74-75" 
「カネカサテライト 企業を取り巻く社会環境の現状分析と背景整理」『Phase-I』1992年12月1日 
「日本の教育システムに問題」『AERA NO.49』1992年12月1日 pp.27 
"DEBATE Management Identity Crisis Are Japanese Corporations Efficient or Artificially Based?" KANSAI 
FORUM 1992/12/01 pp.38-42 



「なぜいま価格破壊なのか」京都新聞（夕刊）1992年12月 8日 
"After the era of high growth" The Japan Times 1992/12/15 
「書評委員会が選んだ今年の収穫3点」朝日新聞 1992年12月20日 
「日本経済の構造変化認識を」日本経済新聞 1992年12月21日 
 
1993年 
"Japan is a matured society" The Japan Times 1993/01/05 
「複合不況とはなにか」京都新聞 1993年1月14日 
「展望‘93「成熟化経済」の移行期に」電気新聞1993年1月25日 
「『競争』『共生』両立できる」日本経済新聞1993年 2月1日 
「エネルギーと地球環境問題」（シンポジウム）『経済人』1993年 2月1日pp.68-79 
「第三の転換期を迎えた日本の社会、経済システム」『さくらあい 1  no.19』さくら総研 1993年 2月 1日
pp.14-18 
「前提の違い明確にした論議を  減税と景気」朝日新聞 1993年 2月9日 
"What obstructs 'symbiosis'" The Japan Times 1993/02/15 
「よみがえるケインズ主義」京都新聞（夕刊）1993年3月2日 
"Keynesianism comes back" The Japan Times 1993/03/05 
"It's possible for competition symbiosis to coexist" The Nikkei Weekly 1993/03/15 
「丁々発止 消費者の意識変わったか？」日本経済新聞社 1993年3月 21日 
「21ｃの関西像を探る」（座談会）大西正文、井上義國、萩尾千里、 朝日新聞（夕刊）  1993年3月23日 
「『効果至上』では自由社会の孤児に」（講演）「文化としての”技術”」毎日新聞1993年 4月5日 
「消費者の自覚」京都新聞（夕刊）1993年4月27日 
「時代背景の転換」京都新聞 1993年5月9日 
「景気対策 額より質誇れ」日本経済新聞1993年5月17日 
「時代は成熟社会へと向かい、企業はいま、行動原理の見直しを迫られている」 『Who Say   vol.116』
1993年 5月20日  
「経済活性化の処方箋＜１＞～＜１１＞」建通新聞1993年 6月 7日～22日 
「不安感の一掃をねらう」朝日新聞 1993年6月 11日 
「いま、中国経済は」京都新聞 1993年 6月15 
「やさしい経済学＜１＞～＜６＞サムエルソン」日本経済新聞社 1993年6月 18日～25日 
「苦しみに耐えて改革を」（談）朝日新聞1993年6月19日 
「環境保全に力入れる中国 成長との両立なお努力を」日本経済新聞社 1993年6月21日 
"The New Chinese Capitalists" The Japan Times 1993/06/28 
"インタビュー「ポスト『複合不況』の日本経済と経済学」『三省堂 ぶっくれっと NO.104 』1993年 7月 1
日 pp.24-31 
「成熟化社会の日本経済 ポストバブル時代に求められる「大国」日本の条件」 
『financial forum 第 12号』京都総研1993年7月1日pp.1-7 
「総選挙が問う、日本型システムの大転換」（対談）新藤宗幸氏『週刊エコノミスト』1993 年 7 月 13 日
pp.34-41 
「変化への道なお不透明感 見えぬ変化への道筋」（対談）山口二郎、 
信濃毎日新聞・岐阜新聞・静岡新聞1993年7月20日 
「いま何が問われているのか日本型システム」朝日新聞1993年 7月25日 
「企業創造拡大志向からの脱却」『offica opinion NO.9』1993年8月1日  
「日本の政党政治の今後について」京都新聞 1993年8月 4日 
"Polistics requires an Ideology" The Japan Times 1993/08/09 
“Japanese-systems Require Major Surgery" ASAHI EVENING NEWS 1993/08/13", 
「所信表明どう生かす」朝日新聞 1993年8月 24日 
「新政権『構造調整』が急務」日本経済新聞 1993年 8月30日 
「成熟社会の経済理論」『あおぞら ９月号外』1993年9月1日 pp.29-40 
「日本経済の構造を変革するために」読売新聞（夕刊）1993年9月1日 



「生物学に日本型システムを見る」『360』1993年9月1日 pp.4-7 
"Keynesianism comes back" The Japan Times 1993/09/13 
「新しい『歴史』の始まり」京都新聞 1993年9月25日 
「明日のエネルギーを考える」（パネルディスカッション）京都新聞 1993年10月2日 
「規制緩和 公正さ前提に」日本経済新聞 1993年 10月 4日 
「メイドインジャパンの崩壊」『サピオ』1993年10月14日pp.85-88 
「癒着後に起こる官主導」日本経済新聞1993年11月8日 
「規制緩和の痛み」京都新聞1993年11月20日 
「累進税率の緩和は疑問」朝日新聞1993年11月20日 
"Dedegration will bring pain" The Japan Times 1993/11/22 
「エネルギー政策 20年の歩みと今後の課題」（パネルディスカッション）天谷直弘 木本教子 佐和隆光 
末次克彦 （司会）生田豊郎 1993年12月1日 
「萎縮する日本型雇用機会『温床』の既得権益消え」日本経済新聞1993年12月12日 
「蘇生するか日本経済 緊急手術待ったなし」『日経ビジネス』1993年12月20日pp.10-13 
「日本資本主義が辿る道」『週刊ダイヤモンド』1993年12月25日 pp.141-144 
「内圧による経済改革」京都新聞 1993年12月25日 
 
1994年 
「成熟社会における政府、企業、消費者のあり方」『月刊KEIDANREN』1994年1月 
「システムの自己崩壊が」（対談）池澤夏樹 朝日新聞 1994年1月1日 
「日本の産業構造の変革について」（対談）竹内啓『標準化と品質管理 vol.47』1994年1月 
「制度、慣行 国際化を」信濃毎日新聞 1994年1月 7日 
「平成不況が日本を成熟させる」（対談）内橋克人氏『BART NO.1』1994年1月10日pp.40-44 
"A black ship from Within" The Japan Times 1994/01/10 
「可逆性神話の迷妄」日本経済新聞社 1994/01/17 
"Deregulation not a painless process" The Nikkei Weekly 1994/01/17 
「関西国際空航は関西エリア構造を大きく変えています」『KANSAI 21』1994年2月1日 pp.13-15 
「経済学と数学」『岩波講座 応用数学 月報NO.8』1994年2月 1日 pp.7-8 
「公的資金は預金者保護に投入せよ」『週刊エコノミスト』1994年 2月1日pp.34-37 
「これからの経済学」（講演録）『ダイワアーク』1994年2月1日pp.15-20 
「メタボリズ厶文明こそが地球を救う」『Bart NO.3』1994年2月14日 pp.36-37 
「終身雇用の危機」京都新聞 1994年2月18日 
「減税効果 理屈より気分」日本経済新聞社1994年 2月21日 
"The economy has changed” The Japan Times 1994/02/21 
「新日本の条件」朝日新聞 1994年3月 3日 
"Liberals vs. conservatives" The Japan Times 1994/03/28 
「日本の政治の新しい潮流」『長銀総研L vol.123 』1994年 4月 1日 
「知的ビジネスマンに近づく１０冊」『ダ・ビンチ』1994年5月 1日 
「選択肢、保守かリベラル」日本経済新聞 1994年5月2日 
「会社選びは株をかうようなもの大穴狙いの買い方もある」『日経アドレ 16』1994年 5月5日 
「政府の役割を再認識 リベラリズムの時代」（インタビュー）朝日新聞1994年 5月 8日 
「平成不況に「ケインズ」は効くか」『AERA MOOK 1 経済学がわかる』1994年 6月10日pp.62-66 
「温暖化防止「炭素税」急げ」日本経済新聞1994年 6月15日 
"'Affluence' lacks substance" The Japan Times 1994/06/20 
"New coalition is not illicit” The Japan Times 1994/06/23 
「年内に 90円、80円へ向かう」朝日新聞 1994年6月28日 
「自社連携、当然の帰結」日本経済新聞社 1994年 7月10日 
「先駆者の時代マルサス 1」日本経済新聞社 1994年7月 13日 
「これからの日本経済 変革への処方箋」『経済月報 no.124』（財）長野経済研究所 
 1994年 7月25日pp.8-15 



「サマータイムを考える」毎日新聞 1994年7月 29日 
「”環境コスト”と”経済”とは両立可能か」『FORBES 日本版 8月号』1994年pp.120-122 
「画一志向 次世代へ足かせ」日本経済新聞1994年8月 14日 
"Japan may nix multimedia" The Japan Times 1994/08/29 
「ポスト冷戦と物理学」『世界 9月号』1994年9月1日pp.265-277 
「リサイクル型産業社会への展望」『省資源・リサイクル社会の構築』1994年9月1日 ６：pp.307-330 
「成熟社会の産業ベクトル」（対談）木村尚三朗『自動車とその世界 No.260』 pp.24-33 1994年9月1日 
"Can Japan learn new values?" The Japan Times 1994/09/05 
「日本、成長経済から成熟へ」日本経済新聞1994年9月 19日 
「成熟社会の産業ベクトル」（対談）木村尚三朗氏『自動車とその世界 NO.260』  1994 年 10 月 1 日 
pp.22-33" 
「ポスト産業社会への提言」（対談）堤清二『岩波ブックレットNO.358』1994年10月20日 
「画一教育、ソフト苦手生む 情報化に不向き、改革急げ」日本経済新聞1994年10月24日 
「スウェーデンで思ったこと」京都新聞1994年 10月 24日 
 “Recovery requires maturity" The Japan Times 1994/10/31 
「日本人は受賞しにくい」朝日新聞1994年11月19日 
「中国、経済統計の精度磨け」日本経済新聞 1994年11月28日 
「なぜ経済予測は外れやすいのか」京都新聞1994年12月10日 
"Should Japan be a Sweden?" The Japan Times 1994/12/13 
「社会の現実と経済学 ２１ｃに向けて考える」（シンポジウム）宇沢 弘文、石川 経夫、 内橋 克人、宮
本 憲一 1994年 12月 13日 pp.95-161 
 
1995年 
「価格革命と日本経済」『ANONA』1995年1月1日 pp.1 
「政府景気予測、強気は弱気アナウンス効果を期待」日本経済新聞1995年1月1日 
「高度情報化の光と影」（講演）『社会情報 vol.4  No.1』札幌学院大学社会情報学部 1995 年 1 月 1日 
pp.1-26  
「政府景気予測、強気は弱気アナウンス効果を期待」日本経済新聞1995年1月1日 
「京都２１会議」京都新聞1995年 1月3日 
「何をどう変えますか 日本プロブレム」長崎新聞 1995年1月4日 
"Time for economic maturity ", The Japan Times   1995/01/09 
「社会システム改革に挑め」日本経済新聞1995年 1月10日 
「消費者の成熟化が重要」（講演）日刊工業新聞1995年 1月 17日  
「「分裂」に理念、政策見えず」（座談会）芳賀やすし、大内秀明 高橋 利行  司会：本社政治  讀売新
聞 1995年1月 19日  
「日本社会の『成熟化』が鍵」（インタビュー）『産業と環境』1995年 1月20日 pp.42-46 
「高度情報化社会における消費者の責任」『PRESIDENT』 1995年2月 1日 pp.58-63 
「行政の硬直性 自ら打破を」日本経済新聞1995年 2月6日 
「阪神大震災と日本経済」京都新聞 夕刊 1995年 2月7日 
「『経済特区』にし、カネ、技術、知恵誘う 震災増税ちょっと待て」朝日新聞 夕刊 1995年 2月 18日 
「阪神大震災と日本経済」（座談会）宮沢喜一、小松左京、川上哲郎 朝日新聞 1995年2月20日 
「環境保全は品質の一部 消費者が企業行動を監視」日刊工業新聞1995年2月22日 
「日本経済とマルチメディア」（対談）月尾嘉男『ADVERTISING No.465』 1995年 2月25日 pp.8-11 
「新保守、リベラル、社民 一体どう違うのか？」『今月の焦点』1995年3月1日 
「専門家の見方 官僚の甘さ表に」日本経済金融新聞1995年3月10日 
「２１世紀の国際情勢と日本経済の進路」『長銀総研Ｌ３Vol.134』1995年 3月10日pp.42-49 
「震災の影響、６つの懸念」日本経済新聞1995年3月13日 
「緩和する規制詰めよ」日本経済新聞 1995年 3月14日 
「”価格革命”と日本経済」『消費者情報No.259』1995年 3月15日 pp.4-20 
「ルールが不明確 自身過剰甚だしい」『AERA No.13』1995年3月20日 pp.14, 



「熱い紙面、私も期待」京都新聞社 1995年3月31日 
「東アジア諸国の発展戦略」京都新聞 夕刊 1995年4月5日 
「放置すれば『過去の国』」日本経済新聞1995年4月9日 
「価格破壊とこれからの日本経済」『こうぎょう４』 1995年4月10日 pp.811 
「介入効かず独歩高」（コメント）京都新聞 夕刊1995年 4月10日 
「理にかなう『連立』を」日本経済新聞1995年 4月17日 
「成熟化段階に入って問われるＧＮＰ成長率相対化の視点」『週刊ダイヤモンド』1995年4月22日 
「日本経済の明日」公明新聞  1995年 4月23日 pp.58-59 
「失業の痛みを伴うが、非合理是正が救いの道」『AERA』1995年5月 1日～1995年 5月8日 pp.27 
「21世紀の国際情勢と日本経済の進路」『長銀総研Ｌvol.134』1995年 5月1日 pp.42-49,  
"IMPROVE CRISIS MANAGEMENT", The Japan Times 1995/05/01 
「東ア経済悲観論に疑問」日本経済新聞1995年5月22日 
「横並び意識脱し支出長期計画を」（対談）高橋伸子 日本経済新聞社1995年 5月27日 
「『追いつき追い越せ』教に置きかわるもの」京都新聞1995年5月29日 
「今、危機管理に求められるもの」『ESP No.278』 1995年6月9日 pp.23 
「地球温暖化防止に先駆的役割果たす」（対談）宮下創平『フォト』1995年6月15日 
「温暖化防止『炭素税』急げ」日本経済新聞1995年 6月15日 
「『文化』としての技術」『電気学会』1995年6月21日 
「もう１つの『和魂洋才』を制度改編の是非を問う」日本経済新聞 1995年6月 26日 
「高度情報化社会に向けて大いなる転換を」『日本経済研究センター会報』1995年 7月1日 pp.4-8 
「協調体制をどう構築するか」（座談会）猪口邦子 、田勢康弘『縁』1995年7月1日 pp.3－13 
 「日本型制度を根源から変えなければ 21世紀の日本は過去の国になってしまう」（株）知性社 1995年
7月1日 pp.14-12 
「求められる『賢くて公正な政府』」朝日新聞社1995年7月 7日 
「マルチメディアで社会はどう変わる」京都新聞社 1995年7月14日 
"Choices For a Godless Japan" The Japan Times  1995/07/17 
「『常備薬』効果薄れる」日本経済新聞社1995年7月25日 
「次代占う製品技術革新」日本経済新聞社1995年 7月31日 
「日本型制度を根源から変えなければ２１世紀の日本は過去の国になってしまう」『文４』（株）知性社 
1995年 7月31日 pp.14-20  
「エネルギー環境問題で世界に貢献を」『BARD1995年 夏号No.13』1995年8月 1日 
"Japan confronts new challenges after 50 years of growth", The Japan Times 1995/08/12 
「インターネット共和国の行方」京都新聞社 夕刊 1995年9月 2日 
「日本『工業化』後への踊り場」日本経済新聞社1995年9月4日 
"Economic future looks grim", The Japan Times  1995/09/11 
「特集APEC 大阪会議と関西」朝日新聞社1995年 9月18日 
"Japan Readies for a new era", The Japan Times 1995/10/06 
「神話の時代は終ったー経済学は有効性を取り戻しうるかー」『世界 主要論文選 1946－1995』岩波書
店 1995年10月6日 pp.811-824  
「経済予測に歴史的志向を」日本経済新聞社1995年10月9日 
「日本経済 創造的破壊」1995年 11月 5日 
「『大衆大学』に合う形  模索」毎日新聞（引用）1995年11月8日 
「1 ドル 126 円時代経に本経済が凋落するとき」（対談）林康史『ニューリーダー(臨時増刊)』1995 年 11
月 10日 pp.10-19  
「中国、経済統計の拡充を」日本経済新聞社1995年11月 12日 
「各自の自主性生かし 多元的主義的共同体を」『APEC』（対談）村田良平京都新聞社 1995年 11月 16
日 pp.2-3  
"Prices are falling - at last" The Japan Times   1995/11/20 
「人間の危機ー解決への挑戦」（講演）1995年 12月 1日 
「活字文化と再販制度 民主社会の発展支える」日本経済新聞 1995年12月5日 



「なぜいま価格破壊なのか」京都新聞 夕刊 1995年12月8日 
「民需主導で回復軌道に」日本経済新聞社1995年12月14日（景気討論会）金森氏、高橋氏、川上氏 
「東洋的価値の普遍性」『韓日関係の再照明』1995年12月15日 pp.250-252  
「大学教官任期制は疑問 研究効率向上の保証なし」日本経済新聞1995年12月18日 
「環境経済.政策学会の方向 政策志向で議論」環境新聞 1995年12月20日 
「『顔』発足した「環境経済.政策学会」の初代会長」読売新聞 1995年12月22日 
「宗教.科学.日本経済の行方」『週刊ダイヤモンド』1995 年 12 月 30 日,1996 年 1 月 6 日合併号 
pp.140-145 
 
1996年 
「成熟経済に軟着陸へ 情報化社会へ制度改編を」日本経済新聞 1996年1月1日 
「随想 ポスト工業化社会に向けた教育」『中等教育資料』 1996年1月 1日 pp.34-35 
「経済動向新製品の開発が景気盛り上げの鍵」SHARP 社内報『MADO Vol.360 』1996 年 1 月 1 日 
pp.44-45  
「成熟経済に軟着陸へ情報化社会へ制度改編を」日本経済新聞1996年1月1日 
"Historic change on the way" The Japan Times  1996/01/01 
「私の見方、株価、景気アンケート'96 20氏の解答分析」日本経済新聞1996年1月3日 
「場当たり的な処理許されぬ」東京新聞 1996年 1月6日 
「硬直行政への危機感バネに」朝日新聞 1996年1月 17日 
「世界経済の潮流と日本経済」（講演）日本工業倶楽部第387回産業講演会 1996年 1月19日 
「経済予測筋書き見極めを『定量化』は無いものねだり」日本経済新聞 1996年1月 22日 
「情報化が促す経済社会の『進化』」京都新聞 1996年 1月30日 
「Windows95が 2万円でも 5000円でもない理由」『日経ウーマン 2月号』1996年2月1日 
「20世紀末の日本経済ー『激変』の意味を読み解くー」『ダイワアーク 2月号』1996年2月1日 pp.13-18 
「効き目が薄れた”常備薬”『ケインズ政策』を問う」（リレー討論）日本経済新聞1996年2月 4日 
"Quake's economic aftershocks" The Japan Times 1996/02/10  
"Japan's rebuilding begins" The Japan Times 1996/02/12 
「処理策 尽きぬ疑問・金融システムの再構築を急げ」産経新聞 1996年2月24日 
「神戸『特区』医療、大学に競争」日本経済新聞 1996年2月26日 
「市場経済の変貌に即した対策～グリーンフォーラム21委員からの提言」日刊工業新聞1996年2月28
日 
「消費税が合法的にネコババされるって知ってる？」『日経ウーマン 3月号』1996年3月1日 
「特集／これからの消費者問題を考える（講演]）二十一世紀社会とこれからの暮らし」 
『月刊 国民生活』 1996年3月 1日 
「『密室』からルールへ」東京新聞 1996年3月 7日 
「税金投入は金融行政大改革の対価」朝日新聞1996年 3月8日 
「基点 迫られる根源的変革（総研フォーラム）」『長銀総研L vol.146』1996年 3月10日 
"After computers, what?", The Japan Times   1996/03/11 
「雇用をどうする」京都新聞 夕刊 1996年3月25日 
「自民党政権になっても日本経済は明るくならない!?」『日経ウーマン 4月号』1996年4月1日 
「ポスト工業化、製造業消えず『日本型』脱し技術を磨け」日本経済新聞1996年4月1日 
「成熟化経済に軟着陸を遂げる為に」『ユニシスニュース４月号No.420 』1996月 4年1日 pp.24-69 
「みるみる身につく日本経済入門」『週刊ダイヤモンド(特大号)』 1996年4月 13日 
「21 世紀へ 生き残るための戦略」（シンポジウム）石弘之 梅原猛 川那部弘哉 東正彦 福井勝義 
古澤巌 井上民二（司会）『創造の世界 』pp.113-137  1996年4月17日 
「『成長の世紀』から『停滞の世紀』へ？」季刊でんぱつ『Phase』1996年 4月25日 pp.48-49  
"Technology key in postindustrial society", The Japan Times 1996/04/27 
「大蔵省を解体しても金融システムは変わらない!?」『日経WOMAN5月号』1996年5月 1日 
「経済学に求められるもの」（対談）石黒 一憲『経済セミナーNo.496』1996年5月 1日 pp. 22-27 
「国是扱いの既得権益擁護 激変経て構造変化の可能性」日本経済新聞 1996年5月6日 



「利己心は善なのか悪なのか」京都新聞 1996年5月 14日 
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「次代に伝えたい京のすばらしさ」京都新聞 1996年6月4日 
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「地球と共生する『豊さ』」京都新聞 夕刊 1996年7月6日 
「国の研究配分 効率化を科学に単年度制なじまず」日本経済新聞 1996年7月14日 
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"Public stays cool to politics", The Japan Times 1996/09/16 
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通 中村政雄 京都新聞 1996年 9月29日 
「エネルギーフォーラム イン 京都安定供給へ創意と努力を」神津カンナ 鈴木篤之 田中通 中村正
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月 9日 
「前途多難なポスト工業化社会への移行」京都新聞 夕刊 1996年10月12日 
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「難問には早めの対策を～食料、環境など 21世紀の課題～」日経新聞1996年10月28日 
「政治を考える理念鮮明にし再編を」信濃毎日新聞 1996年10月30日 



「21世紀のわが国エネルギー産業の課題ー不確実性の時代をいかに乗り切るかー」 
パネリスト 荒木浩 出光裕治 渡邊宏 司会：生田豊朗『エネルギー経済 創立３０周年記念号』1996
年 11月 1日 
「第5次 京都21会議 公開シンポ 京の都市環境と未来像」京都新聞1996年11月26日 pp.12-13  
「地球温暖化を防止のための経済システム」『クリーンエネルギー96 年 12 月』1996 年 12 月 1 日 
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「『学』の再構築 経済学は「有効」か」『エコノミスト』毎日新聞社 pp.82-85 1996年12月17日 
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「もう一つの円卓会議～立地計画地域からの提言～」（座談会）稲村幸雄・谷口世紀・三倉健嗣・佐和隆

光 『Energy for the 90's』1997年1月1日 pp.8-15 
「再び丸山真男を面白がる」（新春京都特別鼎談）『週刊ダイヤモンド』1997年 1月4日pp.162-165 
「『市民社会』は環境問題から」日本経済新聞 1997年1月 6日 pp.42 
" No COPing out on CO2 levels" The Japan Times 1997/01/06 
「CO2 排出削減の妙手」読売新聞 1997年1月10日pp.17 
「閉塞感漂う 20世紀末日本」京都新聞 1997年 2月7日pp.2 
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「2010年の東アジアを概観すると」『季刊でんぱつ phase』1997年 4月15日pp. 14-15 
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「これからの資本主義」（講演録）『金沢経済同友会』1997年 10月 1日pp.80-93 
「知者楽（20）ウィリアム・ペティ」『週刊ダイヤモンド"』1997年10月4日 
「自治体の環境監査を制度化しよう」京都新聞 1997年10月7日 
「知者楽（21）ジョーン・ロビンソン」『週刊ダイヤモンド』1997年10月11日 
「排出権取引制度の導入を」日本経済新聞1997年10月12日 
「知者楽（22）J.R.ヒックス」『週刊ダイヤモンド』1997年10月18日 
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研究 vol.36』1997年11月18日 pp.4-29 
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「排出権取引合意を」北海道新聞 1997年11月25日 
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「知者楽（29）レスター・C・サロー」『週刊ダイヤモンド』1997年12月6日 
「CO2削減が経済を悪化させることはない」『Gas News12』1997年 12月 10日pp.5-6 
「技術進めば数値上がる」朝日新聞1997年12月12日 
「知者楽（30）宍戸寿雄」『週刊ダイヤモンド』1997年12月13日 
「日本から始まる「ゼロエミッション」への取り組み」（対談）三橋規宏、佐和隆光 
『ファイ 1月号』1997年12月17日pp.3-6 
「知者楽（31）K.E.ボールディング」『週刊ダイヤモンド』1997年12月20日 
「合理性欠いた議長国 日本 CO2削減割り当て、疑問残す」日本経済新聞 1997年 12月22日 
「株式市場、どう対応 改革の痛みに受け皿必要」朝日新聞 1997年12月23日 
「知者楽（32）アラン・コッタ」『週刊ダイヤモンド』1997年12月27日 
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「家庭での省エネルギーが二酸化炭素の量を減らす」『チルチンびと』、1998年1月 1日、pp.174-175 
”A new civilization beckons” The Japan Times 1998/01/01 
「日本の難問を解く」（新春京都鼎談）『週刊ダイヤモンド』1998年 1月3日、pp.122-126 
「閉鎖感から抜け出すために」『ＳＯＦＴＰＩＡ』1998年1月 5日 
「知者楽（33）Ｐ.Ｆ.ドラッカー」『週刊ダイヤモンド』1998年 1月10日 
「「資源総動員」発展限界に」毎日新聞1998年 1月15日 
「知者楽（34）C.P.キンドルバーガー」『週刊ダイヤモンド』1998年 1月17日 
「知者楽（35）河上肇」『週刊ダイヤモンド』1998年12月24日 
「3つの「主義」からの選択」日本経済新聞 1998年 1月26日 
「「ルール作り監視」へ改め自由化の痛みへも対処を」朝日新聞 1998年1月 30日 
「知者楽（36）Ｌ.Ｒ.クライン」『週刊ダイヤモンド』1998年1月31日 
「大蔵省汚職を考える」京都新聞 1998年2月4日 
「知者楽（37）大内兵衛」『週間ダイヤモンド』1998年2月 7日 
「知者楽（38）Ｊ.Ｓ．ミル」『週刊ダイヤモンド』1998年 2月14日 
“Scandal will topple Japan Inc.” The Japan Times 1998/02/09 
「知者楽（39）ジェレミイ・ベンサム」『週刊ダイヤモンド』1998年2月21日 



「知者楽（40）高橋亀吉」『週刊ダイヤモンド』1998年2月 28日 
「経済危機の構造」（シンポジウム）（討論参加者）小野善康、金子勝、河合正弘、小島明、本間正明、山

家悠紀夫、吉川洋、（司会）佐和隆光『世界』1998年3月1日pp.60-80 
「なぜ今改革なのか」『日本経済研究センター会報 No.795』1998年3月 1日 
「企業としての地球環境問題対策とクリーンエネルギー普及に向けての取り組み」（パネルディスカッシ

ョン）佐和隆光・岡澤公夫・太田元・鈴木皓夫・佐鹿康夫（コーディネーター） 一木修『Solar Energy 
User's Network 平成 9年活動報告書』1998年3月 1日pp.6-15 
「世界経済、構造調整の時」日本経済新聞1998年 3月2日 
「知者楽（41）レオン・ワレラス」『週刊ダイヤモンド』1998年 3月7日 
“Structural change is overdue” The Japan Times 1998/03/10  
「知者楽（42）金森久雄」『週刊ダイヤモンド』1998年3月 14日 
「知者楽（43）クリストファー・ウッド」『週刊ダイヤモンド』1998年3月21日 
「成長率より雇用問題を重点に」朝日新聞1998年3月27日 
「知者楽（44）W.S.ジェヴォンズ」『週刊ダイヤモンド』1998年3月 28日  
「日銀短観 エコノミストの見方」日本経済新聞1998年4月 3日 
「温暖化対策「選択の自由」で」日本経済新聞 1998年4月 6日 
“Japan isn't coping with COP3” The Japan Times 1998/04/06  
「知者楽（46）宮崎義一」『週刊ダイヤモンド』1998年4月 11日 
「景気対策には「新薬」を」京都新聞 1998年4月15日 
「知者楽（47）渡部経彦」『週刊ダイヤモンド』1998年4月 18日 
「知者楽（48）J.E.スティグリッツ」『週刊ダイヤモンド』1998年4月 25日 
「知者楽（49）宮崎 勇」『週刊ダイヤモンド』1998年 5月2日 
“The Old cures aren't working” The Japan Times 1998/05/04 
「温暖化対策、国際制度を軸に」日本経済新聞 1998年5月11日 
「知者楽（50）ハーバート・スタイン」『週刊ダイヤモンド』1998年5月16日 
「知者楽（51）I.ウォーラーステイン」『週刊ダイヤモンド』1998年5月23日  
「知者楽（52）Ｋ.Ｇ.ミュダール」『週刊ダイヤモンド』1998年 5月30日 
「押し寄せる「収穫逓増」の波」日本経済新聞1998年6月 3日 
「知者楽（53）フリードリヒ・エンゲルス」『週刊ダイヤモンド』1998年6月 6日 
「日本を豊かで知的な国にしよう」京都新聞 1998年6月8日 
“No brakes on merger mania” The Japan Times 1998/06/08 
「知者楽（54）山田盛太郎」『週刊ダイヤモンド』1998年6月13日 
「車とパソコンの違いは」日本経済新聞1998年 6月14日 
「知者楽（55）岩井克人」『週刊ダイヤモンド』1998年6月 20日 
「ポスト工業化へ」中日新聞1998年6月 23日 
「知者楽（56）Ｖ.Ｉ.レーニン」『週刊ダイヤモンド』1998年6月27日 
「経済学を素人談義と混同しては困る」『週刊東洋経済』1998年 6月27日、pp.36-37 
「論壇 保守とリベラルの差異は」朝日新聞1998年7月1日 
「知者楽（57）浅田 彰」『週刊ダイヤモンド』1998年 7月4日 
「創造的に機能再構築を」朝日新聞1998年7月8日 
「強者が利益を独占」日本経済新聞1998年7月8日 
“By not taking firm stand, LDP alienates electorate” Asahi Evening News 1998/07/10 
「知者楽（58）ポール・A・ボルカー」『週刊ダイヤモンド』1998年7月11日 
“Spending on the right things” The Japan Times 1998/07/13 
「知者楽（59）ラビ・バトラ」『週刊ダイヤモンド』1998年7月 18日 
「自民惨敗の原因はなにか」日本経済新聞 1998年 7月20日 
「知者楽（60）ブライアン・アーサー」『週刊ダイヤモンド』1998年7月25日 
「知者楽（61）ジョン・ネズビッツ」『週刊ダイヤモンド』1998年8月 1日  
「私が選んだ「環境の本」この 5冊」『週刊東洋経済』1998年 8月 5日pp.102-104 
「知者楽（62）H・A・サイモン」『週刊ダイヤモンド』1998年 8月8日 



「スティーブン・ランズバーグ」『週刊ダイヤモンド』1998年 8月15日 
「すぐ効く施策は何か」日本経済新聞1998年 8月24日 
「平成不況の見立てと処方」京都新聞1998年 8月26日 
「知者楽（64）ジャン・ボードリヤール」『週刊ダイヤモンド』1998年 8月29日 
「知者楽（65）堤 清二」『週刊ダイヤモンド』1998年 9月5日 
“Japan's Shrinking Options”The Japan Times 1998/09/07 
「知者楽（66）サミュエル・ボールズ」『週刊ダイヤモンド』1998年 9月12日 
「知者楽（67）福沢諭吉」『週刊ダイヤモンド』1998年9月 19日 
「知者楽（68）サムナー・Ｍ・ローゼン」『週刊ダイヤモンド』1998年 9月26日 
「マレーシアの改革実験」日本経済新聞 1998年9月28日 
「知者楽（69）萩生徂徠」『週刊ダイヤモンド』1998年10月3日 
「知者楽（70）エイモリー・ロビンズ」『週刊ダイヤモンド』1998年10月10日 
“Asia's culture of capitalism” The Japan times 1998/10/13  
「関西圏を情報発信基地に」『季刊でんぱつ Phase No.110』1998年10月15日 
「知者楽（71）佐藤信淵」『週刊ダイヤモンド』1998年10月17日 
「知者楽（72）王 輝」『週刊ダイヤモンド』1998年10月24日 
「知者楽（73）ケネス・J・アロー」『週刊ダイヤモンド』1998年 10月 31日 
「新しい時代に向けた地域開発のあり方」（対談）大西隆（司会）石渡 和郎『季節ほくとう 秋季号 
VOL.50』1998年11月1日pp.4-12 
「｢第三の道」を築くために｣日本経済新聞1998年11月2日 
「ポスト京都会議の温暖化対策」京都新聞1998年11月4日 
「知者楽（74）毛沢東」『週刊ダイヤモンド』1998年11月7日 
“All must pitch in to cut CO2” The Japan Times 1998/11/10  
「知者楽（75）野口 悠紀夫」『週刊ダイヤモンド』1998年11月14日 
「知者楽（76）吉田兼好」『週刊ダイヤモンド』1998年11月21日  
「第六回 地球環境経済人サミット」日本経済新聞1998年 11月27日 
「知者楽（77）ゲーリー・ｓ・ベッカー」『週刊ダイヤモンド』1998年11月28日 
「閉塞感の打破を目指して」（対談）ジャスコ会長『AEON Magazine vol.36』1998年11月30日 
「知者楽（78）笠 信太郎」『週刊ダイヤモンド』1998年12月5日 
「排出権取引きの利点とは」日本経済新聞1998年12月7日 
「知者楽（79）ライオネル・ロビンズ」『週刊ダイヤモンド』1998年12月12日 
「知者楽（80）都留重人」『週刊ダイヤモンド』1998年12月19日 
 
1999年 
「経済的措置で市場を生かせ」東洋経済 1999年 1月1日 pp.144-152 
「これからの日本を考える ポスト工業化社会実現への方策」 
（聞き手） 岡村信克『高圧ガスVol.36』1999年1月pp.5-16 
「我が国経済社会の長期展望と社会資本整備のあり方」『２０５０年展望に関する学識者インタビュー』

1999年 1月 pp.77-80 
“Cut the fat to end up the slump”The Japan Times 1999/01/04  
「市場制御し効率・公正両立」日本経済新聞1999年 1月6日  
「新潟２１世紀飛躍への助走」（新春対談）平山新潟知事  新潟日報（1999月1月8日～14日）「利己的
遺伝子と市場経済の行方」（新春京都鼎談）『週刊ダイヤモンド』1999年 1月9日 pp.108-112 
「知者楽（８２）ジョージ・ソロス」『週刊ダイヤモンド』1999年 1月9日 
「知者楽（８３）伊藤 誠」『週刊ダイヤモンド』1999年 1月16日  
「『相対化の時代』が始まる」日本経済新聞 1999年 1月18日  
「環境問題と地方分権」『２１世紀フォーラムNO.67』1999年 1月 20日 pp.26-31 
「知者楽（８４）アマルティア・セン」『週刊ダイヤモンド』 1999年 1月23日  
「知者楽（８５）レスター・ブラウン」『週刊ダイヤモンド』 1999年 1月30日  
「なぜの個人消費の低迷なのか」京都新聞 1999年2月1日  



「何が 「市場」に馴染むのか」日本経済新聞1999年2月 2日  
「知者楽（８６）吉野俊彦」『週刊ダイヤモンド』1999年2月 6日  
“The high price of  'perfection'”The Japan Times 1999/02/08  
「知者楽（８７）西部 邁」『週刊ダイヤモンド』1999年 2月13日  
「知者楽（８８）アルビン・トフラー」『週刊ダイヤモンド』 1999年 2月20日  
「『多様性』の華あればこそ弱肉強食」朝日新聞 1999年2月26日  
「知者楽（８９）ロナルド・Ｈ・コース」『週刊ダイヤモンド』1999年2月27日  
「文明転換の時」毎日新聞 1999年2月 27日  
「知者楽（９０）ジェームス・トービン」『週刊ダイヤモンド』1999年3月6日  
“Selling culture on the cheap” The Japan Times 1999/03/08  
「知者楽（９１） Ｒ．Ｌ．ハイルブローナー」『週刊ダイヤモンド』1999年3月13日  
「知者楽（９２）高橋是清」『週刊ダイヤモンド』1999年3月 20日  
「日本人の知的能力劣化」北海道新聞1999年 3月22日  
「知者楽（９３）有沢広巳」『週刊ダイヤモンド』1999年3月 27日  
「金融技術で低迷続く日本」日本経済新聞1999年 3月29日  
「原子力推進と IPP 緻密な議論が必要に」（インタビュー） 電器新聞1999年3月31日  
「インセンティブ賦与こそが経済政策の要」京都新聞 1999年4月 2日  
「知者楽（９４）Ｍ．Ｌ．ワイツマン」『週刊ダイヤモンド』1999年4月 3日  
「地球温暖化問題と経済」『国民金融公庫 調査月報 NO.456』1999年4月5日pp.4-5 
“Get ready for relativity” The Japan Times 1999/04/06  
「知者楽（９５）伊東光晴」『週刊ダイヤモンド』1999年4月 10日  
「知者楽（９６）Ｄ．リカード」『週刊ダイヤモンド』1999年4月17日  
「‘99みるみるわかるゼミナール日本経済入門」『週刊ダイヤモンド』1999年 4月24日  
「知者楽（９７）F.ケネー」『週刊ダイヤモンド』1999年 4月24日  
「根拠なきエコノミストを”使い分ける”マスコミ」『ビジネス・インテリジェンス ５月号』1999年5月1日p28 
「経済学は「環境」を救えるか」（対談）三橋 規宏『中央公論 ５月号』pp.84-93 
「市場の「暴力化」どう制御」『日本経済新聞』1999年 5月3日  
“The wrong time to reform” The Japan Times 1999/05/10  
 ｢知者楽（９９） 村上泰亮｣『週刊ダイヤモンド』1999年5月15日  
「知者楽（９８）P.M.スウィージー」『週刊ダイヤモンド』1999年5月 18日  
「知者楽（１００） 佐和隆光」『週刊ダイヤモンド』1999年5月22日  
「一人がちで市場ゆがむおそれ」朝日新聞 1999年 5月29日  
「『日本型』資本主義の脱皮」北海道新聞 1999年 5月31日  
「『ポスト工業化社会』へ最後の脱皮を！」（鼎談）中坊 公平、佐高 信『宝石 ６月号』  1999年6月1日 
pp.80-91 
“An uncultured reform plan” The Japan Times 1999/06/07  
「規則に勝る税制グリーン化」日本経済新聞  1999年6月 7日  
「保守とリベラルの対立軸」京都新聞 1999年6月11日  
“Trust markets to clean the air”The Japan Times 1999/07/05  
「政策にインセンティブを」日本経済新聞 1999年7月5日  
「教育を市場経済化すべきか」（対談）加藤 寛  日本経済新聞 1999年 7月19日  
「『創知』産業けん引役に」日本経済新聞 1999年7月20日 
「経済手法による我が国初の温暖化対策」『月刊 地球環境』1999年8月号pp.4-7 
「CO2 削減は達成可能」北海道新聞 1999年8月 2日  
“New economy, new potential” The Japan Times 1999/08/09  
「環境問題の今後の展望と自動車関係諸税のグリーン化について」『transport 8』  1999 年 8 月 10 日 
pp.10-17 
「経済効率と福祉の両立」信濃毎日新聞1999年8月13日  
「経済システム、どう改編」日本経済新聞1999年8月15日  
“Shape of capitalism to come” The Japan Times 1999/09/06  



「ＣＯ２排出量、削減は可能」日本経済新聞 1999年 9月20日  
「日本型システムがはらむ問題点」『FATEC REPORT no.23』1999年9月24日pp.2-4 
「『市場原理主義』もう限界」北海道新聞 1999年10月4日  
「２１世紀型文明社会への提案」『季刊 ＰＨＡＳＥ』1999年10月15日pp.22-23 
「日本型資本主義の行方－効率と公正の両立をめざして」『日本経済研究センター会報 no.833』1999
年 10月 15日 pp.4-7 
“Cramming Cripples Japan” The Japan Times 1999/10/18  
「規制よりも消費者誘導が効果ある」『日経ビジネス』1999年10月18日 pp.43 
「監視行政の見直しを」日本経済新聞 1999年10月25日  
「『陽の福祉』で新経済社会｣ 日本経済新聞 1999年11月1日  
「政策次第で６％は削減」京都新聞 1999年11月5日  
“Embracing the Third way” The Japan Times 1999/11/16  
「学術滅ぼす独立行政法人化」日本経済新聞 1999年11月29日  
「環境重視時代の企業経営はいかにあるべきか」『商工ジャーナル １２月号』1999年12月pp.24-27 
「自動車税制グリーン化を」北海道新聞 1999年12月6日  
「地球温暖化問題と文明の転換」『日本経済研究センター会報』1999年12月15日pp.16-21 
 
2000年 
「効率と公正が両立する社会」『日経連タイムス』2000年1月1日  
“Japan looks for a purpose”The Japan Times  2000/01/01  
「『陽の福祉』で新経済社会」『昭和経済 第51巻』2000年 1月 1日 pp.8-12 
「21世紀に向けての『第三の道』」『FINANCIAL FORUM 2000 Winter 第47号』pp.2-8 
「『停滞の21世紀』は成熟化に向かう好機」（鼎談）山折哲雄、浅田彰『週刊ダイヤモンド』2000年1月15
日 pp.128-132 
「市場経済と民主主義の相克」日本経済新聞 2000年1月 17日  
「国立大の独立行政法人化～貴重な学問消える恐れ～」信濃毎日新聞 2000年 1月24日 
「時代の『文脈』は効率、公正」北海道新聞2000年 1月31日 
「21世紀ファースト・ディケードの我が国経済社会」『Transport Feb.2000』pp.50-51 
「21世紀への展望－日本を考え直す」（講演）『銀行倶楽部2000年2月号 no.437』pp.8-23 
「我が幼き日－貧乏生活に感謝－」『ちいさいなかま 2月号』2000年2月1日 pp.10-11 
“Choose: equality or freedom” The Japan Times 2000/02/07 
「日本が京都議定書を順守するのは決して難しくはない」ENERGY TECHNOLOGY Vol.2, No.2 2000
年 3月 
「日本経済は何処へ行く」地域経済研究 第11号 2000年3月 pp.3-18 
「関西ニ府七県の再生」『週刊ダイヤモンド』2000年 3月11日pp.68―77 
“In praise of market heretics”The Japan Times 2000/03/14 
「電力自由化と相いれぬ原発」日本経済新聞 2000年 3月27日 
「経済学の世界・アメリカと日本」『学校放送 1学期』4月 pp.17 
「21世紀日本型資本主義のゆくえ」『学士会会報No.827』2000年 4月号pp.35-50 
「わかるまできく 佐和隆光教授の世紀末経済ゼミナール」『週刊ダイヤモンド』2000 年 4 月 8 日 
pp.28-33 
「環境保全は経済成長の加速要因になり得る」『エコノミスト』2000年4月10日pp.100-102 
“Hot air about the carbon tax” The Japan Times 2000/04/11 
「自由放任の終焉」北海道新聞2000年４月17日 
「温暖化対策は炭素税で」日本経済新聞 2000年5月 1日 
“Japan drifts without goals” The Japan Times 2000/05/08 
「『脱物質主義』は根付くか」日本経済新聞2000年 6月5日 
“The conservative’s dilemma” The Japan Times 2000/06/05 
“Japan’s money-loving youth The Japan Times 2000/07/03 
「ポスト工業化社会へ改革必要 日本型システム」信濃毎日新聞 2000年7月19日 



“Laissez faire destroys itself”The Japan Times 2000/08/07 
「カネに執着 日本の若者」北海道新聞 2000年8月 13日 
「大学改革『第三の道』探れ」日本経済新聞 2000年8月13日 
「日本離陸『非経済』かぎ」朝日新聞 2000年8月27日 
「科学/技術の新しい展開」（座談会）村上陽一郎、佐藤文隆『世界』2000年9月号 pp.209-221 
“Japan needs a Third way” The Japan Times 2000/09/12 
「最初の 10年は欧州モデル」日経産業新聞 2000年 9月14日 
「二つの改革、同時に遂行を」日本経済新聞 2000年 9月18日 
「温暖化防止には炭素税が有効」日経エコロジー10月号pp.104-108 
「市場競争から『隔離』の選択も必要に」電気新聞 特別増刊号VOL.5原子力を考える 2000年10月 
“The crystal balls grow opaque” The Japan Times 2000/10/09 
「第八回ミレニアム会議 少子化の衝撃」日本経済新聞 2000年10月14日 
「排出権取引は合理的だが」日本経済新聞 2000年10月23日 
「地球温暖化防止への戦略」（パネル討論）マイケル・ザミット・クタヤール、浅岡美恵、浜中裕徳、寺門

良二、（コーディネーター）原剛、毎日新聞 2000年 10月 25日 
「冷徹なまなざしで第三の道を模索せよ」東海総研MANAGEMENT2000年 11月号pp．14―15 
「『炭素税は経済成長を阻む』のウソ」日本の論点2000 11月 pp．382―385 
“Profit, but at whose expense?” The Japan Times 2000/11/06 
「経済再生『第三の道』模索を」（インタビュー）読売新聞 2000年 11月14日 
「経済を理解し、正しい判断を見につけよう」『PLASMA』12月号 pp．22―23 
 
2001年 
“A Possible Third Way for Japan” The Japan Times 2001/01/01 
「市場主義の再検討」（特別対談・榊原英資）『生活起点 2001 January』pp．6-16 
「21世紀の原子力発電を考える」読売新聞 2001年1月11日 
「バブルで失われた『倫理観』」北海道新聞 2001年1月15日 
“Bubble ethics cripple Japan” The Japan Times 2001/01/29 
「日本経済新生への処方箋」『関西経済研究センター』2001年 2月pp.1-30 
「小規模電源、自由化に最適」日本経済新聞 2001年 2月2日 
「地球温暖化」『通販生活No.203』2001年2月 5日pp.160-161 
「自由化へ小規模電源普及」（早田裕一）日本経済新聞 2001年2月 28日 
「市場主義改革と『第三の道』改革の同時遂行が日本を救う 『Business Data』2001 3月 
“Postindustrial economy calls” The Japan Times 2001/03/13 
「『失われた 10年』の幕引き役？」朝日新聞 2001年3月 22日 
「巻頭言」 『NIIジャーナル NO.2』2001年3月 30日 
「米の離脱、予想外でない」日本経済新聞 2001年4月3日 
「リスクを回避してばかりでは人生を楽しめない」『B-ing 4月号』2001年 4月4日 pp.26 
「温暖化対策と米の『離脱』」（座談会）朝海和夫、浅岡美恵 読売新聞 2001年 4月5日 
“Reasons to thank Mr.Mori” The Japan Times 2001/04/10 
「自民型政治の終幕政界再編の序曲に」朝日新聞 2001年4月13日 
「21世紀日本経済は何処へ行く」季刊『年金と雇用』2001年 5月 pp．58�64 
「構造改革と『第三の道』改革」電気協会会報 2001年 5月 
“Bush could kill Kyoto treaty” The Japan Times 2001/05/08 
「２１世紀日本型資本主義は何処へ行く」『ダイワアーク６月号』2001年６月pp.20-25 
「日本も『第三の道』念頭に」日本経済新聞 2001年6月1日 
“Japan needs its own third way” The Japan Times 2001/06/04 
「やさしい経済学『環境と成長』」日本経済新聞 (1)～（5）２００1年 6月7日～6月 14日 
｢京都議定書の行方は｣朝日新聞 2001年6月14日 
「21世紀日本型資本主義は何処へ行く」『月刊 資本主義』2001年7月 pp.54-66 
「ちょっと待て！『市場万能主義』は正しいか」（対談：内橋克人）『現代』2001年 7月pp．48-56 



“Breaking the Kyoto impasse” The Japan Times 2001/07/10 
「京都議定書と米国」北海道新聞 2001年7月 29日 
“Voodoo economics rule the day” The Japan Times 2001/08/06 
「市場経済と原子力発電所」『火力原子力 no.540』2001年 9月 pp．45-47 
“Build a better welfare society” The Japan Times 2001/09/04 
「景気先読みできぬ経済学」読売新聞 2001年 9月17日 
「『第三の道』改革を」北海道新聞 2001年9月23日 
“Koizumi’s soft-headed side” The Japan Times 2001/10/08 
「環境経営の革新 市民公開シンポ」朝日新聞 2001年10月16日 
「頭には効率を、心には公正を」『経 11月号』ダイヤモンド社 2001年11月pp．45-48 
“Japan must make the grade” The Japan Times 2001/11/13 
「経済統治の国際機構を」朝日新聞 2001年11月13日 
「持続可能社会に必要なエネルギー政策とは」朝日新聞シンポジウム（基調報告＆パネルディスカッシ

ョン）2001年11月30日pp．35-62 
「ポスト工業化社会転換期を迎えた日本」『月刊 技術会議』2001年12月号 
「21世紀日本型資本主義は何処へ行く」『経営民主主義 no.18』2001年12月 pp．6-15 
「環境と経済の調和模索」朝日フォーラム 21 （マルティン・イェニッケ、桝本晃章）朝日新聞 2001年 12
月 9日 
「ハイテク製造業を興し教育で人材を強化する真の構造改革が急務」『週間ダイヤモンド』2001年 12月
19日号 pp．28-29 
 
2002年 
「間違いだらけの大学改革（１）」『経 1月号』2002年１月pp．45-48 
“Tide of the times shifting perceptions of globalization” The Japan Times 2002/01/01 
「『豊かさ』の意味問い直す」京都新聞 2002年 1月4日 
“Price of pure market reform” The Japan Times 2002/01/04 
「世界と調和する行動原理さぐれ」神戸新聞 2002年 1月6日 
「変わるグローバル経済」北海道新聞 2002年 1月6日 
「市場経済是正探る 10年に」信濃毎日新聞 2002年1月15日 
「自然資本の経済」『経営者ダイジェストNo.966』2002年1月15日 
「今の評価制度は大問題」朝日新聞 2002年1月23日 
「電力自由化でどうする！？原子力発電」（十市勉，矢島正之、司会・佐野鋭）『エネルギーフォーラム 2
月号』2002年2月 pp．28-33 
「大学教員に研究意欲を」北海道新聞 2002年 2月24日 
シンポジウム「構造改革のゆくえ」（パネルディスカッション・寺島実郎、永野芳宣）（コーディネーター・

西岡幸一）2002年3月 pp．7-41 
“Research needs cutting edge” The Japan Times 2002/03/04 
「私たちはいつ本当に『豊か』だったんだろう」『CARE DESIGN no.9 2001 春号』pp．10-13 
「エコノミストの世界－アメリカと日本」『経 4月号』pp．45-48 
“A system to match the times” The Japan Times 2002/04/08 
「楽観論に立った構造改革」北海道新聞 2002年4月 14日 
「急に右腕と指に傷みパソコン・眼鏡が犯人」日経プラス１ 2002年4月 20日 
「誘導措置欠く温暖化対策」日本経済新聞 2002年4月22日 
「日本の構造改革（１）」『経 5月号』2002年5月pp．45-48 
「本来の意味の社会資本が今こそ必要に」『季刊 環境研究』2002年5月 pp．3-4 
「日本経済の構造改革」－何処をどう変えるべきなのか－『ロジスティックスシステム 5月号』2002年5月
pp．９－１３ 
“ ‘Fundamentalist’ CLASH Wider economic gaps ahead” The Japan Times 2002/05/13 
「日本人が失ったもの」信濃毎日新聞 2002年 5月13日 
「日本の構造改革－何処をどう変えるべきなのか－」政策科学研究所 2002年 5月31日 



「日本の構造改革（２）」『経 6月号』pp．45-48 
「新福祉型社会へ」（対談・笹森清）『民主 創刊号』2002年6月 pp．41-49 
「2030年環境と暮らしは」（コメント）朝日新聞 2002年6月3日 
「時のかたち」１～５ 朝日新聞 2002年6月3~7日 
「炭素税を導入し減税を」朝日新聞 2002年6月7日 
“Peculiarities that give pause” The Japan Times 2002/06/10 
「ランナウェイ・ジャパン」（対談・村上龍）『Intercommunication』2002年夏 pp.30-49 
「グローバリゼーションの本当の意味」『経 7月号』pp．45－48 
“Erosion of respect for sweat” The Japan Times 2002/07/02 
「中国で見た「勤勉」「努力」」北海道新聞 2002年7月 22日 
「地球温暖化防止のインセンティブを仕掛けよう」『経 8月号』pp．45－48 
「地球温暖化とグローバルパラドックス」『ＲＰレビュー2002 Ｎｏ．2 Ｖｏｌ.８』pp．２－３ 
“Vritues that bolster China” The Japan Times 2002/08/05 
「躍進する中国・停滞する日本」『経 9月号』pp．４５－４８ 
“A theory that doesn’t work” The Japan Times 2002/09/10 
「バブルが生んだ学力低下」北海道新聞 2002年9月 15日 
「豊かな想像力とは何か」（対談・田村能里子，上田紀行）『S&C Vol.16』日立キャピタル pp．10－19 
「大学教員に外国人を」北海道新聞2002年10月27日 
「新たなる「平等」「福祉」を目指して 『経』2002年11月号 
“The Realistic path to reform” The Japan Times 2002/11/12 
「「理想社会」不在の時代」信濃毎日新聞2002年11月25日 
「日本経済何をどう変えるべきか」週刊ダイヤモンド（京都大学経済研究所 40 周年記念シンポジウム/
パネルディスカッション）（司会・佐和隆光/植草一秀、榊原英資、深尾光洋、吉川洋）pp．144－147 
「所得税制と勤労意欲」『経 12月号』pp．45－48 
「立身出世概念の崩壊」北海道新聞 2002年12月5日 
「知を尊ぶ姿勢失う」河北新聞 2002年12月17日 
 
2003年 
“Japan being left behind by global change” The Japan Times 2003/01/01 
「勤勉さこそ復活への道」（対談：稲盛和夫氏）京都新聞2003年 1月1日 
「私立受験校が国を滅ぼす」『経』2003年1月号 
「原子力は“大政奉還”へ」電気新聞 2003年１月27日 
「やさしい経済学 マーシャル １～７」日本経済新聞2003年1月 23日～1月31日 
「構造改革に向けた二つの提案」『経』2003年2月号 pp．45－48 
「これからの構造改革」北海道新聞 2003年2月2日 
“Sacrifices for material gain” The Japan Times 2003/02/11 
「優秀な人材を無駄にするな」『Urbanist』2003年春 
「地球温暖化対策－国と地域の取り組み連携を含めて－」開発政策研究 第 5 号（北見大学講演録）
2003年 3月 
「いまこそ必要な「改めての近代化」」『経』2003年3月号 pp．45－48 
「地球温暖化対策―国と地域の取り組み連携を含めて－」北見大学講演要旨2003年3月 
「地球温暖化のための国際的枠組みと合意形成」（松岡巌）『科学装置』2003年3月号別冊 pp．２－６ 
「死語と化した『立身出世』」信濃毎日新聞 2003年3月3日 
“Rules of premodern Japan” The Japan Times 2003/03/03 
「戦争で同化できぬ文明」北海道新聞2003年 3月23日 
“Folly of liberation by force” The Japan Times 2003/03/31 
「日本の構造改革―何処をどう変えるべきなのか－」日本工業倶楽部 第467回産業講演会要旨 2003
年 4月18日 
「大義なき戦争 文化絶対主義というアメリカの過ち」『経』2003年 4月 pp．45－48 
「対論 人を幸福にする市場経済を構想する」（VS 田中直毅）『論座』2003年 4月号 pp．12－27 



「日本の構造改革－何処をどう変えるべきなのか？－」日本工業倶楽部講演要旨 2003年4月 18日 
「暴走する世界―軍事ユニラテラリズムがもたらす危機」『経』2003年5月号 pp．45－48 
“Rudderless world economy” The Japan Times 2003/05/05 
「新保守主義と世界経済」千葉日報、静岡新聞、北日本新聞、岐阜新聞、中国新聞、山陰新聞、徳島新

聞、熊本日日新聞、2003年5月 5日 
「資本主義は何処へ行く」安曇野教育会定期総会講演録 2003年5月 16日 
「大学をソビエト化させるな」朝日新聞 2003年 5月27日 
「米の軍事力重視政策」北海道新聞 2003年6月1日 
「大学を「ソビエト化」させてはならない」『経』2003年6月号 pp．45－48 
「首相は「日本のサッチャー」か 信濃毎日新聞 2003年6月23日 
“ ‘Soviet-style’ reforms won’t improve national universities” The Japan Times 2003/06/10 
「自分にできることの小さな積み重ねこそ地球環境の保全の唯一の手段」東洋工業通信『Support』2003
年 7月p2 
「ポスト工業化社会に即した学術政策を」『経』2003年7月号pp．45－48 
「雇用創出後に改革を」京都新聞 2003年7月 4日 
“Little gain but lots of pain” The Japan Times 2003/07/07 
「負の側面際立つ小泉改革」北海道新聞 2003年7月 27日 
「いびつな構造改革がもたらす「痛み」」『経』2003年8月 pp．45－48 
“How the reforms have failed” The Japan Times 2003/08/05 
「民主党と自由党の合併は「野合」ではない」『経』2003年9月 pp．45－48 
“Merger of opposition parties may bring grand reform era” The Japan Times 2003/09/01 
「小泉改革で雇用創出を」北海道新聞 2003年 9月21日 
「疑問多い大学「改革」」信濃毎日新聞 2003年 9月29日 
「大学改革に見る文部科学省の錯覚」『経』2003年10月 pp．45－48 
“Japan’s Priority: offsetting pull toward jobless recovery” The Japan Times 2003/10/06 
「排除なき社会同時にめざせ」東京新聞 2003年10月8日 
「経済・景気 長期停滞総括した議論を」朝日新聞 2003年 10月11日 
「真の政権選択を考える国民会議」（意見広告）2003年10月16日 
「北東アジア京都シンポ」（掲載記事）京都新聞 2003年10月19日・27日 
「温暖化ガス策上の高い壁 日本は排出権市場を生かせるか」『日経エコロジー』2003 年 11月号 pp．
83－85  
“Creating more jobs that pay” The Japan Times 2003/11/03 
“First Review Long-term economic stagnation” The Asahi Shimbun 2003/11/08 
「編集長インタビュー 佐和隆光」週間ダイヤモンド 2003年11月8日号 pp．120－123 
「政権公約選挙結果は  浮かぶ 保守VS.リベラル」朝日新聞 2003年11月 12日 
「2大政党制のはじまり」『経』2003年12月 pp．45－48 
“LDP’s diminishing appeal” The Japan Times 2003/12/01 
「大学院改革は愚行」北海道新聞 2003年12月 21日 
「論争の水準引き上げを」信濃毎日新聞 2003年12月22日 
「アスレチック」週刊新潮 2003年 12月 25日 
 
2004年 
「企業の環境配慮はカウント可能か」『経理情報』2004年1月1日 
「財務センター・随想」2004年1月号 
「学者の『業績』とは何か？」『経』２００４年１月号pp.45-48 
“Pro-U.S. stance on the line” The Japan Times 2004/01/05 
「政府と市場 適切な補完を」日本経済新聞 2004年1月22日 
「個人消費を活性化させる条件」『経』2004年2月号 pp.44-47 
「経済成長を促す「ポジティブ福祉」『エコノミスト』2004年2月 3日 
“’Next big thing’ key to growth” The Japan Times 2004/02/10 



「脱「長期停滞」の処方」京都新聞 2004年2月21日 
「消費のカギ握る新製品」北海道新聞 2004年 2月29日 
「「活字離れ」もたらした本当の理由」『経』2004年3月18日 
「市場主義改革と“第三の道”改革で誰にとっても「住みよい」社会を」『ＮＴＴ東日本ＢＵＳＩＮＥＳＳ』2004
年 3月 pp.24-27 
“Perilous Drop in readership” The Japan Times 2004/03/09 
「環境制約を成長のバネに」毎日新聞 ２００４年３月１８日 
「大学生にとっての教養」信濃毎日新聞 ２００４年３月２２日 
“Environment tax can work” The Japan Times 2004/03/29 
「環境税の導入は是か非か？」『経』２００４年４月号 pp.44-47 
「半歩遅れの読書術」�～� 日本経済新聞 ２００４年４月 
「日本経済の『五月病』」『経』２００４年５月号pp.44-47 
「持続可能な発展の道」京都新聞 ２００４年５月１日 
“Recovery needs new markets” The Japan Times 2004/05/31 
「本格回復へ『革新』不可欠 北海道新聞 ２００４年５月２日 
「思想なき経済学者の悲喜劇」『経』２００４年６月pp.44-47 
「アスレチック」『青淵』２００４年６月号pp.15-17 
「義務教育の義務教育格差広げる『改悪』」信濃毎日新聞２００４年６月２１日 
「内外教育」１０人委員会についての記事２００４年６月２２日 
「構造改革と『第三の道』を模索せよ」『潮』２００４年７月号pp.78-83 
「温暖化対策税はCO2削減のための誘導策」『Earth Guardian』７月号 pp.28-29 
「一層緊密化する世界」京都新聞 2004年7月 4日 
“Genuine educational reform” The Japan Times 2004/07/05 
「低公害車に燃料電池や水素活用を」『輸送経済』2004年7月 6日 
「弱者に恩恵なく負担増」北海道新聞 2004年 7月11日 
「義務教育の地域格差は国を滅ぼす」『経』２００４年７月号pp.45-47 
「義務教育の地域格差は国を滅ぼす」（下）『経』2004年8月号pp.44-47 
“Thirsting for just a trickle” The Japan Times 2004/08/02 
「排出権取引、産業税どちらを採用すべきか」『環境会議』2004年 秋号 pp104,105 
「いまこそ必要な思想的対立軸」『経』2004年9月号 pp.44-47 
“Blame it on the cell phones” The Japan Times 2004/09/06 
「低迷が続く個人消費」京都新聞 2004年9月12日 
「企業に『競争』促す炭素税 北海道新聞 2004年9月 19日 
「法人化国立大学の変化と課題」信濃毎日新聞 2004年9月27日 
“Global wealth warnings” The Japan Times 2004/09/27 
「J.K.ガルブレイスの新著『悪意なき欺瞞』」『経』2004年 10月号 pp.44-47 
「国庫負担廃止は不平等な社会生む」週刊教育資料2004年10月11日 pp.3-5 
「『知』への尊敬取り戻そう」週刊教育資料 2004年10月18日 
「環境税の経済影響」地球環境と科学技術�・三菱商事（株）寄付講座 2004年 10月 12日（上智大学地
球環境研究所にて） 
「中国経済をどう見るか」（パネルディスカッション）2004年10月15日（広島修道大学大学院 経済研究
科 博士課程開設記念国際シンポジウム） 
「グローバリゼーションの意味を問い直す」同上（基調講演） 
「国立大学法人化で何が変わったのか？」『経』2004年11月号 pp.44-47 
“Universities lack will to reform” The Japan Times 2004/11/01 
「国立大法人化から半年」京都新聞 2004年11月11日 
「論点・環境税 温暖化防止に不可欠」読売新聞 2004年11月 12日 
“Know what reform can’t do” The Japan Times 2004/11/29 
「政府のやるべきこと、やらざるべきこと」『経』2004年12月号 pp.44-47 
「官・民の”限界”峻別せよ」北海道新聞 2004年12月12日 



「『理想郷』社会なき 21世紀」信濃毎日新聞 2004年12月20日 
 
2005年 
“Aim for change, not utopia” The Japan Times 2005/01/01 
「神戸から『第三の道』を」神戸新聞 2005年１月１日 
「持続可能性と科学技術」『経』2005年1月号 pp45-47 
「新春トップ対談 企業を動かす」ＰＣ－webzine 2005年 1月号 pp.18-21 
「新春・京都鼎談」（VS.稲盛和夫、浅田彰）週刊ダイヤモンド 2005年1月15日pp.104-107 
「やさしい経済学 市場経済と第三の道」日本経済新聞2005年 1月17日～1月26日 
「環境税と市場経済」Harvard Business Review 2005年2月 
「幸福の政治経済学」『経』2005年 2月号 pp45-48 
“Bet on the sustainable option” The Japan Times 2005/02/07 
「ようやく発効 京都議定書」北海道新聞 2005年2月 20日 
「京都議定書の発効と日本の戦略」『経』2005年3月 
“University gap set to widen” The Japan Times 2005/03/03 
「国立大 法人化一年」読売新聞 2005年3月 8日 
「「なぜ」を教える経済教育」信濃毎日新聞 2005年3月28日 
“The price of a clean project” The Japan Times 2005/03/29 
「新たな制約が飛躍の原動力になる」『日経エコロジー』2005年4月号 pp.164-165 （日経BP環境経営
フォーラム） 
「子供のための経済教育」『経』2005年 4月号 
「幸せ大国をめざして－未来を選ぶ�「時代遅れの」成長志向」朝日新聞 2005年4月 3日 
「産学連携インタビュー」朝日新聞 2005年4月25日 
「温室効果ガスの削減目標を達成するために」『経』２００５年５月号 
「Key Person」『日経４９４６FILE』２００５年５月号 pp.2-3 
「特集：環境に経済学ができること」CO2 排出削減に向けてもっとも大切なこと『経済セミナー』2００５年５
月 pp.9-17 
“Let taxes spur carbon cuts” The Japan Times 2005/05/07 
「踊り場にたたずむ日本経済」北海道新聞 ２００５年５月２２日 
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